
（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 81

経常収益 16,629,412 170,202

968,014 0

5,874,721 142,347

16,593,208 170,202
16,363,876 170,202

うち人件費 2,347,776 6,477
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -194

35,151,085 680

当期増加額 55,776,268 142,153

6,016,499 142,153

当期減少額 54,066,738 142,347

36,860,615 486

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 総合支援事業

２　事業（施設）概要
相談窓口に各種専門家を配置し、様々な悩みにワンストップで対応するほか、中小企業者
及び創業を意図する者等の成長段階に応じた継続的支援を行うとともに、経営、技術等を
含めた多面的な総合支援サービスを提供する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 301,554

968,014 0

5,874,721 301,554

16,593,208 301,554
16,363,876 301,554

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -641

35,151,085 1,869

当期増加額 55,776,268 300,913

6,016,499 300,913

当期減少額 54,066,738 301,554

36,860,615 1,228

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 ㈱大塚商会 2,204,400

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業ニューマーケット開拓支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業の優れた製品・技術を商社やメーカー等へ紹介し、販路拡大を支援するとと
もに、「売れる製品」として育てるため、改良に向けた助言など「ハンズオン支援」を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名
1 営業支援システム保守

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 70,151

968,014 0

5,874,721 68,872

16,593,208 70,151
16,363,876 70,151

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 68,872

6,016,499 68,872

当期減少額 54,066,738 68,872
36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 ㈱日経ピーアール 6,064,740

競争契約 委託 ㈱ステージ 2,549,880

競争契約 委託 ㈱日広通信社 7,525,738

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業プロモーション支援事業

２　事業（施設）概要
自社ＰＲ（プロモーション）手法の作成支援及び基礎知識、戦略策定、実際の具体的な実行
支援までを体系的に学び、「自社の強みの発見」や「売れる仕組み」、「効果的な販促ツー
ル」を得ることで、都内中小企業の更なる販路拡大と企業の人材育成を図る。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
中小企業プロモーション支援事業
（強化支援）展示会運営業務委託
（ギフト・ショー・秋）

2
「中小企業プロモーション支援事業
（強化支援）」動画製作業務委託

3
中小企業プロモーション支援事業
（強化支援）展示会運営業務委託
（産業交流展2019）

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 220,252

968,014 0

5,874,721 218,363

16,593,208 220,252
16,363,876 220,252

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 125,026

35,151,085 102,852
当期増加額 55,776,268 343,389

6,016,499 343,389

当期減少額 54,066,738 218,363
36,860,615 227,878

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱ジーウェイブ 320,100

特定契約 購入 丸の内新聞㈱ 421,548

特定契約 委託 ㈱竹中工務店 542,300

特定契約 委託 アデコ㈱ 1,548,470

特定契約 委託 ㈱シーイーシー 3,894,000

特定契約 委託 ㈱日立システムズ 5,095,200

特定契約 委託 日本管財㈱ 8,528,005

特定契約 委託 ㈱日立システムズ 14,916,000

特定契約 委託 ㈱日立システムズ 17,583,720

競争入札 委託 ㈱アイフィス 3,058,000

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援拠点の運営事業

２　事業（施設）概要
創業予定者に対し、創業に関する知識取得から事業プランの作成、事業化までをワンス
トップで支援する拠点を運営する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
創業支援拠点予約管理システムの
利用に係る契約締結

2
創業支援拠点における新聞購読に
係る契約締結

3
明治安田生命ビル共用部サイン及
び１階屋外広告更新工事

4
派遣職員の採用（創業支援課
WEB）

5
新システム移行用データの抽出作
業委託に係る契約締結

6
新ホームページのCMS格納用
HTML製作委託

7
明治安田生命ビル１階、２階専用
部に係る清掃管理業務

8
創業支援システムにおける新拠点
追加改修委託に係る契約締結
創業支援システムの運用保守業務
に係る契約締結

9

10
創業支援拠点事例集制作及び
SNS広告業務委託



（様式１－１）

競争入札 委託 ㈱パソナフォスター 5,920,376

競争入札 委託 ヒューマンリソシア㈱ 16,828,303

プロポーザル 委託 ㈱ツクリエ 553,467,914

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

12

11
創業支援拠点（丸の内）における一
時預かり保育運営業務委託に係る
契約締結

派遣職員の採用（創業支援拠点丸
の内の運営）に係る契約締結

13

TOKYO創業ステーション丸の内に
おけるStartup Hub Tokyoの運営に
係るプロポーザル審査結果及び契
約締結



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱シーイーシー 3,894,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 5,095,200

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 日本管財㈱ 8,528,005

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 14,916,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 17,583,720

特命理由

令和2年度より稼働する創業支援システムは、株式会社日立システムズによって構築されている。
創業支援システムの運用保守については、創業支援システムを構築した同社でしか対応することができないことから、
公社財務規程第68条の３（２）に基づき、本業務を株式会社日立システムズに委託するものとする。

No. 契約件名

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

5
新システム移行用データの抽出作
業委託に係る契約締結

特命理由

No. 契約件名

9
創業支援システムの運用保守業務
に係る契約締結

特命理由

今年度（令和元年度）４月より公社と創業ステーション丸の内Startup Hub Tokyoのシステムを統合した「創業支援シス
テム」は株式会社日立システムズによって構築してきた。
令和２年度予算の決定に伴い、多摩拠点に係る新事業が確定となり、新たに多摩拠点の未確定箇所に係る追加改
修を行う必要が生じた。
新拠点追加にかかわるシステム改修については、システムの構造、機能、性能に精通した業者に一体的に請け負わ
せる必要があり、創業システムを構築した同社でしか対応することができない。そのため、財務規程第68条の3（2）に
基づき、本業務を株式会社日立システムズに委託するものとする。

No. 契約件名

7
明治安田生命ビル１階、２階専用
部に係る清掃管理業務

特命理由

本案件は、明治安田生命ビル１、２階の創業支援拠点の清掃管理業務委託である。ビルの管理会社である、明治安
田ビルマネジメント株式会社から、清掃業務の委託先を指定されていることから、他社への委託が行えない。そのた
め、公社財務規程第68条の３（２）に基づき、日本管財株式会社と特命随意契約を締結する。

6
新ホームページのCMS格納用
HTML製作委託

特命理由

令和2年4月1日稼働開始予定の新ホームページは、株式会社日立システムズによって構築された基盤上のコンテン
ツ管理システム（CMS）に配置される。新ホームページは同日稼働開始予定の創業支援システムと動的に連結される
仕組みとなっており、CMS格納用のHTML制作についてはCMS構造の把握が必要であり、他社では対応することが
できないことから、本業務を同社に委託するものとする。

8
創業支援システムにおける新拠点
追加改修委託に係る契約締結

No. 契約件名

平成28年度に株式会社シーイーシーを相手にシステム構築業務を委託した。構築後の平成28年度中の保守及び平
成29年度～平成31年度の保守業務を同社に委託している。当システムからの新システム用データ抽出については、
当システムのプログラム構造の把握が必要であり、他社では対応することができないことから、本業務を同社に委託す
るものとする。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 23,648

968,014

5,874,721 20,013

16,593,208 23,648
16,363,876 23,648

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -3,991

35,151,085 5,108

当期増加額 55,776,268 16,021

6,016,499 16,021

当期減少額 54,066,738 20,013

36,860,615 1,116

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援施設運営事業

２　事業（施設）概要
インキュベーション施設入居者への成長支援や産業振興に資する事業を強化し、効果的
な創業者の育成と都内産業の振興を図る。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 800,960

968,014 0

5,874,721 35,210

16,593,208 800,960
16,363,876 800,960

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 35,210

6,016,499 35,210

当期減少額 54,066,738 35,210

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業活性化特別支援事業

２　事業（施設）概要
都内における創業機運を醸成し、創業を促進させるため、創業を行う者及び創業を支援す
る者の双方に対して助成事業を実施する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 10,150

968,014 0

5,874,721 10,150

16,593,208 10,150
16,363,876 10,150

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 10,150

6,016,499 10,150

当期減少額 54,066,738 10,150

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 多摩ものづくり創業支援事業

２　事業（施設）概要
多摩地域におけるものづくり分野での創業の活性化を図るため、セミナーやプランコンサル
ティングにより、円滑な創業を支援する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 14,976

968,014 0

5,874,721 14,976

16,593,208 14,976
16,363,876 14,976

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 62,784

35,151,085 0
当期増加額 55,776,268 77,760

6,016,499 77,760

当期減少額 54,066,738 14,976
36,860,615 62,784

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱大林組 675,400

特定契約 委託 富士通㈱ 1,763,520

特定契約 委託 ㈱大林組 165,990,000

競争入札 委託 ㈱明日香 8,523,900

プロポーザル 委託 ㈱TSUTAYA 439,970,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

3
立川創業支援拠点内装工事（立飛
みどり地区D棟３階）に係る契約締
結

4
創業支援拠点TAMAにおける一時
預かり保育運営業務委託に係る契

5
TOKYO創業ステーションTAMAに
おけるStartup Hub Tokyoの運営に
係るプロポーザル審査結果及び契

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
多摩の創業支援拠点に係る仮オ
フィスの什器設置に係る契約締結

2
多摩の創業支援拠点におけるネッ
トワークの構築

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援拠点（多摩）の設置・運営事業

２　事業（施設）概要
多摩創業支援拠点として開設を目指し、多摩地域の創業実態調査の結果を基に、社会経
済の変化に対応した東京の産業の活性化に寄与する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱大林組 165,990,000

本工事は、立飛みどり地区D棟3階に創業支援拠点を開設するのに伴い、創業支援拠点の用途に合致した設計、レ
イアウト変更及びそれに付随する建築、電気設備、機械工事である。
ビル内の他のテナントなどへの影響などから、一部工事については、令和元年12月12日付で締結した定期貸室賃貸
借契約書第21条（工事区分と工事費の負担）及び当該契約書添付の工事区分表のとおり工事人が指定されている
ため、本工事では指定工事人以外の建設業者への発注が行えない。
このため、上記会社と特命随意契約を締結する。
公社財務規定第68条の3第１項第4号（特定契約）による。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

3
立川創業支援拠点内装工事（立飛
みどり地区D棟３階）に係る契約締
結

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 11,579

968,014 0

5,874,721 11,579

16,593,208 11,579
16,363,876 11,579

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 11,579

6,016,499 11,579

当期減少額 54,066,738 11,579
36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザル 委託 (株)Y-プロデュース 6,094,000

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 シニア創業促進事業

２　事業（施設）概要
シニア層が定年退職後の働き方の選択肢として起業を考えてもらうために、実際の起業に
向けた後押しを行うイベントを開催するとともに、シニア層における起業を促進していくため
のシニア向けビジネスプランコンテストを開催し、都内開業率の向上を目指す。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「令和元年度第１回シニアビジネス
プランコンテスト（仮称）に係る事業
運営委託」に係る契約変更の締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 47,112

968,014 0

5,874,721 45,432

16,593,208 47,112
16,363,876 47,112

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 45,432

6,016,499 45,432

当期減少額 54,066,738 45,432
36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 富士ゼロックス(株) 3,235,320

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名
1 複合機借入れに係る保守委託

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ものづくりイノベーション企業創出道場事業

２　事業（施設）概要
中小企業における新製品開発及び事業化に関する各種の支援事業に要する経費を補助
することにより、中小企業の高付加価値化及び自立化を推進し、もって、中小企業の振興
及び経営の安定に寄与することを目的とする。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士ゼロックス(株) 3,235,320

落札した当社製複合機の保守が、同社専属で実施されているため。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1 複合機借入れに係る保守委託

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 3,446

968,014 0

5,874,721 3,446

16,593,208 3,446
16,363,876 3,446

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 3,446

6,016,499 3,446

当期減少額 54,066,738 3,446

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 広域産業交流・連携推進事業（九都県市共同産産マッチング事業）

２　事業（施設）概要
都域を超えた様々な業種の企業の産業交流を促進し、イノベーションの誘発と新事業の創
出を図るため、九都県市共同により、大企業や中小企業同士の連携による相互の技術の
高度化や取引促進を目的とした商談会等を実施する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 21,989

968,014 0

5,874,721 21,989

16,593,208 21,989
16,363,876 21,989

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 21,989

6,016,499 21,989

当期減少額 54,066,738 21,989

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 被災県等中小企業R&D連携支援事業

２　事業（施設）概要
都内及び被災県等の中小企業と東日本を中心とした大手企業開発試作部門等が連携・協
働を通じて実施する革新的なものづくりの取組を創出し、もって中小企業の競争力強化に
寄与するとともに東日本の産業の活性化につなげる。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 50,504

968,014 0

5,874,721 48,629

16,593,208 50,504
16,363,876 50,504

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -188

35,151,085 469

当期増加額 55,776,268 48,441

6,016,499 48,441

当期減少額 54,066,738 48,629
36,860,615 281

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
住友不動産ベル
サール㈱

816,893

プロポーザル委託 ㈱新建新聞社 2,530,000

競争入札 委託
ニュートン・コンサ
ルティング㈱

9,898,470

競争入札 委託
ニュートン・コンサ
ルティング㈱

29,948,600

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 東京都ＢＣＰ策定支援事業

２　事業（施設）概要 ＢＣＰの普及啓発を行うことで、都内中小企業へのＢＣＰの浸透を図る。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
BCP策定推進フォーラム開催に伴う
会場設営委託に係る契約締結

2
ＢＣＰ策定推進フォーラム開催に係
る企画調整業務委託プロポーザル
審査結果及び契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

3

風水害対策のためのBCP策定講座
及びBCP策定個別コンサルティング
業務委託（複数単価契約）に係る契
約締結

4

 BCP策定講座、BCP策定個別コン
サルティング及び出張版BCP策定
講座業務委託（複数単価契約）に
係る契約締結



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 240,728

968,014 0

5,874,721 13,284

16,593,208 240,728
16,363,876 240,728

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 13,284

6,016,499 13,284

当期減少額 54,066,738 13,284

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 医療機器産業参入促進助成事業

２　事業（施設）概要
中小企業の医療機器産業への参入に向けて、医療機器製販企業等とのマッチング実施に
引き続く支援として医療機器産業参入促進助成を実施し、製品開発に繋げることで中小企
業のさらなる成長を推進する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 17,222

968,014 0

5,874,721 13,999

16,593,208 17,222
16,363,876 17,222

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 13,999

6,016,499 13,999

当期減少額 54,066,738 13,999

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 生産性向上中核人材育成事業

２　事業（施設）概要
「東京都生産性革新スクール」を開設し中核的な人材を育成するとともに、スクール卒業生
による実地支援を行う「生産性革新インストラクター派遣制度」を展開し、生産性向上の取り
組みを支援する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 273,247

968,014 0

5,874,721 50,505

16,593,208 273,247
16,363,876 273,247

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 50,505

6,016,499 50,505

当期減少額 54,066,738 50,505

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 革新的サービスの事業化支援事業

２　事業（施設）概要
サービスで稼ぐ中小企業を創出し、東京の産業の活性化を図るため、都内中小企業者等
が取り組む先進技術等を活用した革新的なサービスの事業化に要する経費の一部を助成
するとともに、事業化に向けた専門家派遣を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 14,604

968,014 0

5,874,721 14,604

16,593,208 14,604
16,363,876 14,604

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 14,604

6,016,499 14,604

当期減少額 54,066,738 14,604

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 サービス産業におけるデータ利活用促進支援事業

２　事業（施設）概要
サービス産業の生産性向上を図るため、中小サービス事業者に対する顧客データ等利活
用の普及促進とともに、モデルケースとなる事業者向けの実行支援を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 76,361

968,014 0

5,874,721 68,188

16,593,208 76,361
16,363,876 76,361

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 68,188

6,016,499 68,188

当期減少額 54,066,738 68,188
36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託 ㈱フラッガーテン 2,937,000

競争入札 委託
㈱ボールドクリエイ
ティブ

4,829,000

競争入札 委託 ㈱CAMI&Co. 8,532,000

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 生産性向上のためのＩｏＴ、ＡＩ、ロボットの導入支援事業

２　事業（施設）概要
ＩｏＴ・ＡＩ・ロボットなどの先端技術を活用し生産性向上に取り組む中小企業を支援すること
で、東京の産業基盤強化を図る。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

生産性向上のためのIoT・AI、ロボッ
ト導入・活用支援事業に係る導入
事例紹介動画の制作等に係る業務
委託（単価契約）に係る契約締結

2

生産性向上のためのIoT・AI・ロボッ
ト導入支援事業　ポータルサイト再
構築及び運用業務委託に係る契約
締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

3
生産性向上のためのＩｏＴ・ＡＩ導入
支援事業　導入機器診断業務委託
（複数単価契約）に係る契約締結



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 218,938

968,014 0

5,874,721 218,938

16,593,208 218,938
16,363,876 218,938

うち人件費 2,347,776 122,377
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 218,938

6,016,499 218,938

当期減少額 54,066,738 218,938
36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱大塚商会 1,186,116

プロポーザル 委託 事業承継センター㈱ 7,887,941

プロポーザル 委託 事業承継センター㈱ 7,893,457

プロポーザル 委託 ㈱トレンド・プロ 14,498,000

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 事業承継・再生支援事業

２　事業（施設）概要
相談体制の整備とともに、普及啓発や後継者育成を実施。また、地域の集積に影響を及ぼ
す企業等に対しては、確実な経営の再建、継続的・安定的な事業運営を促すための支援
を実施。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
５階南側執務室プリンターの保守に
係る契約締結

2

「事業承継塾」実施に係る企画調
整業務委託　プロポーザル審査結
果及び契約締結【令和２年度準備
契約】

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

3
「事業承継塾」実施に係る企画調
整業務委託　プロポーザル審査結
果及び契約締結

4
「事業承継ガイドブック（仮称）」の
作成委託に係るプロポーザル審査
結果及び契約締結



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 112,411

968,014 0

5,874,721 112,411

16,593,208 112,411
16,363,876 112,411

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 265

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 112,676

6,016,499 112,676

当期減少額 54,066,738 112,411
36,860,615 265

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 富士ゼロックス㈱ 3,816,720

競争契約 委託 ㈱日広通信社 6,548,454

競争契約 委託
トッパン・フォーム
ズ㈱

30,041,264

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 下請企業振興事業

２　事業（施設）概要
サービス産業の生産性向上を図るため、中小サービス事業者に対する顧客データ等利活
用の普及促進とともに、モデルケースとなる事業者向けの実行支援を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
カラー複合機の保守（複数単価契
約）

2
「第34回ネプコンジャパン」並びに
「第24回機械要素技術展」公社
ブースの装飾及び設営等業務委託

3
令和２年度公社広報誌「アーガス」
及び企業広告誌「ビジネスサポート
ＴＯＫＹＯ」の発行

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士ゼロックス㈱ 3,816,720

本件の再リース物件は富士ゼロックス製の複合機である。
保守については構造、機能、性能に精通した業者に一体的に請け負わせる必要があること、不具合等に対して早
急にかつ確実に対応ができる必要があることから、公社財務規程第６８条の３第４項のイに該当するため、製造元で
ある富士ゼロックス株式会社に委託する。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
カラー複合機の保守（複数単価契
約）

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 356,033

968,014 0

5,874,721 346,518

16,593,208 356,033
16,363,876 356,033

うち人件費 2,347,776 70,736
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -1,402

35,151,085 3,251

当期増加額 55,776,268 345,116

6,016,499 345,116

当期減少額 54,066,738 346,518

36,860,615 1,849

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託
日本郵政スタッフ
㈱

2,721,322

特定契約 委託 ジーマ株式会社 990,000

特定契約 委託
Info Business and
Consultant Co.,
Ltd.

502,814

特定契約 委託 オーレン㈱ 2,362,500

3
「Manufacturing Expo 2019」出展に
係る通訳業務委託契約(事前出張
分)

4
海外展示会「Vietnam ETE 2019」
事前出張・展示会出張に係る通訳
業務委託契約

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
労働者派遣（国際事業課）（複数単
価契約）

2
インドネシア展示会出展に伴うビジ
ネスマッチング等に係る業務委託
契約

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外展開総合支援事業

２　事業（施設）概要
不渡となった荷為替手形のてん補を受けた金融機関からの回収金の受入、その他終了認
定等附帯事務を行う。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

プロポーザ
ル

委託
㈱アクトインターナ
ショナル

3,671,840

特定契約 委託 Reed Tradex 834,608

特定契約 委託

INFO BUSINESS
AND
CONSULTANT
CO.,LTD

2,295,988

プロポーザ
ル

委託
㈱ブライト・イン
ターナショナル

3,800,000

特定契約 委託
Info Business and
Consultant Co.,
Ltd.

502,814

特定契約 委託
Info Business and
Consultant Co.,
Ltd.

1,853,145

競争入札 委託
株式会社東京商
工リサーチ

2,777,544

プロポーザ
ル

委託
ブライト・インター
ナショナル

4,500,000

特定契約 委託
Vietnam Chamber
of Commerce and
Industry

327,600

プロポーザ
ル

委託
(株)アクトインター
ナショナル

4,799,624

プロポーザ
ル

委託
(株)ブライト・イン
ターナショナル

3,800,000

競争入札 委託
株式会社小田急ト
ラベル

3,433,763

特定契約 委託 PASIA株式会社 2,052,000

特定契約 委託 PASIA株式会社 1,728,000

特定契約 委託
株式会社小田急ト
ラベル

1,160,000

プロポーザ
ル

委託
(株)アクト・インター
ナショナル

4,914,376

特定契約 委託 PASIA株式会社 2,640,750

特定契約 委託 PASIA株式会社 592,500

21
ALLpack INDONESIA 2019 出展
に係る通訳業務委託契約

22

海外展示会に係る事前出張
（ALLPACK INDOENSIA 2019,
Manufacturing Indonesia 2019）に
おける追加業務委託[通訳士の時
間延長]

18
インドネシア展示会出展に係る通
訳業務委託契約

19

海外展示会に係る事前出張
（Allpack Indonesia 2019,
Manufacturing Indonesia 2019）に
おける追加業務委託[車両の時間
延長]

20
海外展示会「Manufacturing
Indonesia 2019」出展に伴うブース
装飾等の業務委託契約

15
海外展示会「ALLPack Indonesia
2019」出展に伴うブース装飾等の
業務委託

16
インドネシア展示会事前出張に伴う
業務委託

17
インドネシア展示会出展に係る事
前出張の訪問先コーディネート業
務委託

12
海外展示会「MEDICAL FAIR
THAILAND 2019」出展に伴うブー
ス装飾等の業務委託契約

13
Vietnam ETE 2019におけるマッチ
ング商談会の開催

14
海外展示会「Metalex Vietnam
2019」出展に伴うブース装飾等の
業務委託契約

9
「Medical Fair Thailand 2019」出展
に係る通訳業務委託契約(事前出
張分)

10
「Medical Fair Thailand 2019」出展
に係る通訳業務委託契約(展示会
出張分)

11
アジア・欧米地域で開催されている
展示会の調査、分析およびレポー
ト作成業務の委託契約

6
”Manufacturing Expo 2019”におけ
るビジネスマッチング商談会の開催

7
「Manufacturing Expo 2019」出展に
係る通訳業務委託契約(展示会出
張分)

8
海外展示会「Vietnam ETE 2019」
出展に伴うブース装飾等の業務委
託契約

5
海外展示会「Manufacturing Expo
2019」出展に伴うブース装飾等の
業務委託契約



（様式１－１）

プロポーザ
ル

委託
ピコインターナショ
ナル

6,972,790

特定契約 委託
株式会社インフォ
キュービック・ジャ
パン

1,650,000

特定契約 委託 ｲﾝﾌｫﾋﾞｼﾞﾈｽ 635,580

特定契約 委託 ｲﾝﾌｫﾋﾞｼﾞﾈｽ 2,807,337

特定契約 委託 Reed Tradex 2,872,950

特定契約 委託
株式会社ビジネス
ガイド社

660,000

プロポーザ
ル

委託
ピコインターナショ
ナル

6,834,098

特定契約 委託 PASIA株式会社 3,860,000

特定契約 委託 PASIA株式会社 1,025,000

特定契約 委託 PASIA株式会社 3,819,090

特定契約 委託
株式会社小田急ト
ラベル

886,095

特定契約 委託
The National
Experts

2,988,187

特定契約 委託
INFORMA
MIDDLE EAST
LIMITED

1,644,000

プロポーザ
ル

委託
㈱日本レクリエー
ションサービスセン
ター

5,912,610

プロポーザ
ル

委託
三菱UFJリサーチ
＆コンサルティン
グ株式会社

16,830,000

特定契約 委託
株式会社インフォ
キュービック・ジャ
パン

1,650,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

36
「ギフトショー春２０２０」における小
間装飾契約

37
令和２年度_海外ワンストップ相談に
係る欧米中情報提供業務委託契
約

38
国際事業課ＷＥＢサイトの運用等委
託契約（2020年4月から9月）

33
海外出張「Manufacturing Indonesia
2019」出展等に伴う業務委託

34
「Arab Health 2020」出展に係る通
訳業務委託契約

35
「Arab Health 2020」出展に係る会
場広告手配業務

30
「Manufacturing Indonesia 2019」出
展に係る展示会出張時の通訳業務
委託契約

31
「Manufacturing Indonesia 2019」に
係る展示会出張の訪問先コーディ
ネート業務の委託

32
 「INDONESIA & TOKYO ビジネス
マッチング会」における準備および
運営補助業務の委託

27
”METALEX 2019”におけるビジネ
スマッチング商談会の開催

28
「ギフト・ショー 春 ２０２０」出展に係
る雑誌媒体への広告掲載業務委
託

29
海外展示会「Arab Health 2020」出
展に伴うブース装飾等の業務委託
契約

24
国際事業課ＷＥＢサイトの運用等委
託契約

25
「METALEX 2019」出展に係る通訳
業務委託契約(事前出張分)

26
「METALEX 2019」出展に係る通訳
業務委託契約(展示会出張分)

23
海外展示会「Metalex Thai 2019」
出展に伴うブース装飾等の業務委
託契約



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 PASIA株式会社 2,640,750

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ｲﾝﾌｫﾋﾞｼﾞﾈｽ 2,807,33726
「METALEX 2019」出展に係る通訳
業務委託契約(展示会出張分)

特命理由
本業務を履行するにあたっては、製品の性能・特徴・利用するメリット等について、製造元である都内中小企業の意
図を深く理解し通訳業務を行う必要がある。さらに、その製品がカバーできる分野についてのバックグランドと専門
用語を十分に理解していなければ的確な通訳を行うことは困難であり、以下の条件をすべて満たす事業者である必
要がある。
(１)タイ・バンコクで開催される“METALEX 2019”規模の国際的な展示会に出展する日系企業とタイ等の現地ロー
カル企業との商談・ビジネスマッチングに通訳士を派遣した実績があり、タイ及びASEAN地域の商慣習等に精通し
ていること。
(２) “METALEX 2019”に出展する都内中小企業の製品に関する分野についてのバックグランドとその分野に係る
専門用語について十分な理解を有した高度な専門性を持つ通訳士を手配できること。さらに過去において政府機
関等からの受託で同時通訳を実施した実績を有すること。
(３)東京都中小企業振興公社国際事業課及びタイ事務所が実施している中小企業の海外展開支援について精通
しており、タイでの関係機関やローカル企業とのコミュニケーションをスムーズに行うことができること。
　　以上の点を鑑みて、委託先候補企業を調査した結果、Info Business and Consultant Co.,Ltd.が上記条件を満
たす唯一の事業者であり、特命随意契約により処理する。
(１)同社は、過去2011年以降、タイでの製造・生活産業・医療等の展示会における商談・ビジネスマッチングにも通
訳士を派遣した実績があり、現地事情に精通した専門知識を持つ通訳士のネットワークを有しており、それに基づく
通訳士の選定が可能である。
(２)同社が保有する通訳士は、“METALEX 2019に出展する都内中小企業の製品に関する分野に係るバックグラウ
ンドを持ち、その分野の専門用語について十分に理解した上で、日本語と現地公用語であるタイ語を同時通訳する
ことができる。
(３)同社は、過去に東京都中小企業振興公社が出展した海外展示会において、通訳の経験があり、かつ高い評価
を受ける通訳士ネットワークを保有する。

21
ALLpack INDONESIA 2019 出展
に係る通訳業務委託契約

特命理由

１　本業務を委託する目的
本業務は、インドネシアで開催される展示会「ALLPack INDONESIA 2019」の出展において、業務ならびに商談を
円滑に実施するため、委託するものである。具体的には、日本語と現地公用語であるインドネシア語を逐次通訳す
ることにより、関係機関やローカル企業とのコミュニケーションをスムーズに行うことを目的とする。
２　委託者に求める要件（本要件の必要性）
　委託を確実に履行しなければ出展および出展企業の商談に支障をきたすため、過去に同種の実績を有するなど
遂行可能性が高い下記の要件を満たす委託先を選定することが必要である。
（１）業務遂行能力　　　滞在経験を有するなど現地事情に精通した専門家により業務が遂行されること
（２）業務調整能力　　　別途委託業者（チャーター車等）と業務上の調整が可能であること
（３）業務実績　　　　　　過去において国等の機関からの受託で逐次通訳を実施した実績を有すること
３　選定理由
　委託先候補企業を調査した結果、PASIA株式会社は上記要件を満たし、本委託の履行が可能である。
　同社は、過去に東京都中小企業振興公社がインドネシアで出展した海外展示会において逐次通訳者手配の経
験があり、業務経験の豊富な通訳士を多数選出し、出展企業の意思を酌んだ細やかな支援により企業から高い評
価を得た。
また、当社代表者は、インドネシア政財界へのネットワークが豊富であり、現地に合弁企業も有していることから、現
地でのフォロー体制面からも履行可能企業として相応しい力量を有している。
なお、同社は、過去に他の行政機関等が主催した海外展示会、商談会においても通訳の経験があり、かつ高い評
価を受ける通訳士のネットワークを保有する。商談における通訳士の役割は重要であり、相当な経験を有する通訳
士が、事業の遂行には必要不可欠である。
本委託は、当社が保有するネットワークに基づいた通訳士の選定が可能であることから、履行が可能な企業は同社
のみである。

No. 契約件名

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 Reed Tradex 2,872,950

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 PASIA株式会社 3,860,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 PASIA株式会社 3,819,09032
 「INDONESIA & TOKYO ビジネス
マッチング会」における準備および
運営補助業務の委託

特命理由

INDONESIA-TOKYO Business Matching Eventにおいて、進行を円滑に行い、マッチング会を効果的かつ効率的
に運営することで、参加企業の成果を最大化するため。

30
「Manufacturing Indonesia 2019」出
展に係る展示会出張時の通訳業務
委託契約

特命理由

インドネシアで開催される展示会Manufacturing Indonesia 2019の出展に係る業務および出展企業の商談を円滑に
実施するため、委託するものである。具体的には、日本語と現地公用語であるインドネシア語を同時通訳することに
より、関係機関やローカル企業とのコミュニケーションをスムーズに行うため。

No. 契約件名

27
”METALEX 2019”におけるビジネ
スマッチング商談会の開催

特命理由

１　本業務を委託する目的
本業務は、タイで開催される展示会METALEX2019へ出展する企業の商談効果を高めるため実施するものである。
具体的には、公社ブース出展企業のために、同展示会開催期間中（2019年11月20日～23日）に、展示会場内の公
社ブースに現地企業等を連れてくるものである。
２　委託者に求める要件（本要件の必要性）
委託を確実に履行し、商談の質を高めるため、過去に同様の実績を有するなど、遂行可能性が高い下記要件を満
たす委託先を選定することが必要である。
（１）業務遂行能力
これまでに展示会の運営等を通じて企業情報を蓄積しており、本展示会に出展する公社支援企業１４社に対して効
果的なマッチング商談会を運営できること
（２）事前調整能力
見込み顧客および公社と円滑な打ち合わせが可能であること
（３）業務実績
　① 過去において、国等の機関から当委託業務と同規模の現地企業等と中小企業のビジネスマッチングを実施し
た実績を有すること
　② 生産設備分野の中小企業とのビジネスマッチング実績を有すること
３　選定理由
　上記要件を満たし、本委託業務を履行できるのは、本展示会主催者であるReed Tradex Co., Ltd.のみである。
（１）業務遂行能力
当社は20年以上にわたって本展示会を運営しており、本展示会出展企業に係る情報を多く蓄積している。当社は
それらのデータをネットワーキング商談会に活用し、効果的なマッチング商談会を運営できる唯一の企業である。
（２）事前調整能力
当社は、当社がこれまでに蓄積した本展示会出展企業等の企業情報などを基に、見込み顧客を選定し、円滑な打
ち合わせを図ることができる。また、当社は展示会主催者として、公社ブース出展企業情報を把握していることから、
公社との円滑な打ち合わせが可能である。
（３）業務実績
当社は、本展示会において、平成26年度より公社から当委託業務と同規模の現地企業等と中小企業のビジネス
マッチング商談会の受託し、生産設備等のB to B分野におけるビジネスマッチング実績を有する。

No. 契約件名

No. 契約件名



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
The National
Experts

2,988,18734
「Arab Health 2020」出展に係る通
訳業務委託契約

特命理由

１　本業務を委託する目的
本業務は、アラブ首長国連邦・ドバイで開催される展示会「Arab Health 2020」の出展に係る業務および出展企業
の商談を円滑に実施するため、委託するものである。具体的には、日本語と現地公用語であるアラビア語または英
語を同時通訳することにより、関係機関やローカル企業とのコミュニケーションをスムーズに行うことを目的とする。
２　委託者に求める要件（本要件の必要性）
　委託を確実に履行しなければ出展および出展企業の商談に支障をきたすため、過去に同種の実績を有するなど
遂行可能性が高い下記の要件を満たす委託先を選定することが必要である。
（１）業務遂行能力　　　滞在経験を有するなど現地事情に精通した専門家により業務が遂行されること
（２）業務調整能力　　　別途委託業者（チャーター車等）と業務上の調整が可能であること
（３）業務実績　　　　　　過去において国等の機関から受託した逐次通訳実績を有する者を手配可能なこと
３　選定理由
　委託先候補企業を調査した結果、The National Expertsは上記要件を満たし、本委託の履行が可能である。同社
は、過去に東京都中小企業振興公社が出展した海外展示会において通訳士派遣の経験があり、現地において大
変希少である、日本語／英語／アラビア語を操る通訳士のネットワーク情報を数多く保有する。商談における通訳
士の役割は重要であり、相当な経験を有する通訳士の手配は、事業の遂行には必要不可欠であるが、本展示会
は、出展社4,000社、来場者10万人が一同に会する大規模な国際会議・展示会であり、同時期に質の高い通訳士
を最大10名確保することは、非常に困難であることが想定され、現地での通訳士手配に相当の実績があることが求
められる。
また、同社コーディネーターは、アラブ首長国連邦のドバイを本拠とする航空会社であるエミレーツ航空に過去勤務
し、現地滞在歴が10年を越える、現地事情に精通した人材であり、公社の要望を汲み取り、公社職員と通訳士間の
コミュニケーションを円滑に諮る能力を有する。中東地域は、商習慣はもとより、生活習慣も日本とは大きく異なる文
化圏であり、都内中小企業出展者へのきめ細かいサポートが求められることから、スタッフ間の意思疎通を円滑に行
うことが、展示会への出展効果を高めるためには必要不可欠である。
本委託は、当社が保有するネットワークに基づいた現地通訳士の選定、委託業務の遂行が可能であることから、履
行が可能な企業は同社のみである。

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 31,398

968,014 0

5,874,721 31,398

16,593,208 31,398
16,363,876 31,398

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 31,398

6,016,499 31,398

当期減少額 54,066,738 31,398

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザル 委託 株式会社ＪＴＢ 25,492,500

件数 金額

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
越境ECプロモーション支援事業業
務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 越境ECプロモーション支援事業

２　事業（施設）概要
Eコマース市場の成長率が高いASEAN・中国をターゲットに越境ECを活用した販路開拓支
援を実施し、都内中小企業の優れた商品のアジア展開を図る。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 71,929

968,014 0

5,874,721 71,929

16,593,208 71,929
16,363,876 71,929

うち人件費 2,347,776 9,464
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 71,929

6,016,499 71,929

当期減少額 54,066,738 71,929
36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託
三菱UFJリサーチ
＆コンサルティン
グ

9,715,680

特定契約 委託 株式会社オーレン 2,992,500

競争入札 委託
日通旅行株式会
社

2,992,500

特定契約 委託 Reed Tradex 2,444,388

特定契約 委託 VCCI 702,780

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

3
METALEX Vietnam 2019」出展等
に伴う業務委託

4
”METALEX Vietnam 2019”におけ
るマッチング商談会の開催

5
METALEX Vietnam 2019における
マッチング商談会

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
インドネシア・ベトナムの現地企業
の調査およびレポート作成業務

2
「METALEX Vietnam 2019」出展に
係る通訳業務委託

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外企業連携プロジェクト

２　事業（施設）概要
生産委託や技術提携等を望む都内中小企業に対し、海外企業とのマッチングや情報提供
等を行うことで都内中小企業の海外展開を支援し、地域経済の健全な発展に寄与すること
を目的とする。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社オーレン 2,992,5002
「METALEX Vietnam 2019」出展に
係る通訳業務委託

特命理由

同社は、過去に東京都中小企業振興公社がベトナムで出展した海外展示会において同時通訳者手配の経験があ
り、航空会社での勤務経験を有する等ホスピタリティの高い日本人通訳士を多数保有する。過去展示会においても
出展企業の意思を酌んだ細やかな支援により出展企業から高い評価を得た。
また、過去に他機関が主催した海外展示会、商談会において通訳の経験があり、かつ高い評価を受ける通訳士の
ネットワークを保有する。商談における通訳士の役割は重要であり、相当な経験を有する通訳士が、事業の遂行に
は必要不可欠である。本委託は、当社が保有するネットワークに基づいた通訳士の選定が可能であることから、履
行が可能な企業は同社のみである。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 27,981

968,014 0

5,874,721 27,981

16,593,208 27,981
16,363,876 27,981

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 27,981

6,016,499 27,981

当期減少額 54,066,738 27,981

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザル 委託 ㈱JTB 3,989,911

プロポーザル 委託
三菱UFJリサーチ
＆コンサルティン
グ株式会社

11,000,000

特定契約 委託 オーレン株式会社 675,0003
海外拠点設置等戦略サポート事業
に係るベトナム現地調査出張に伴
う通訳業務

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「海外戦略策定に関する普及啓発
セミナー」に係る運営等業務委託

2

海外拠点設置等戦略サポート事業
「海外戦略策定及び現地検証に係
るハンズオン支援」に係る運営等業
務委託

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外拠点設置等戦略サポート事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業が、現地企業とのアライアンスや海外拠点開設等、都内中小企業が事業計
画に基づいて海外展開を図るための、海外戦略の策定と現地検証を海外拠点戦略ナビ
ゲーターを配置してトータルで支援する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

特定契約 委託

INFO BUSINESS
AND
CONSULTANT
CO., LTD.

70,620

特定契約 委託 PASIA株式会社 174,000

特定契約 委託
三菱UFJリサーチ
＆コンサルティン
グ株式会社

660,000

件数 金額

6

海外拠点設置等戦略サポート事業
「海外戦略策定及び現地検証に係
るハンズオン支援」におけるレ
ビュー支援業務の委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

4
海外拠点設置等戦略サポート事業
に係るタイ現地調査出張に伴う通
訳業務

5
海外拠点設置等戦略サポート事業
に係るインドネシア現地調査出張
に伴う通訳業務



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 302

経常収益 16,629,412 222,056

968,014 0

5,874,721 216,510

16,593,208 221,754
16,363,876 221,754

うち人件費 2,347,776 4,879
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 302
141,778 -4,071

35,151,085 35,942

当期増加額 55,776,268 222,056

6,016,499 216,510

当期減少額 54,066,738 225,825
36,860,615 32,173

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
Info Business and
Consultant Co.,
Ltd.

41,067

特定契約 委託 ABC株式会社 721,985

特定契約 委託
株式会社セールス
フォース・ドットコム

1,073,088

特定契約 委託 PASIA株式会社 1,084,000

特定契約 委託
株式会社セールス
フォース・ドットコム

1,092,960

特定契約 委託
アイレット株式会
社

1,263,6006

5

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ASEAN展開サポート事業

２　事業（施設）概要
タイ王国バンコクの拠点から、都内中小企業の経営相談等を行うほか、ビジネスマッチング
や商談によって企業の海外展開のサポートを実施する。また、インドネシア、ベトナムのサ
ポートデスクにおいても、現地での企業活動の支援を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「日タイ企業交流会」出展に係る通
訳業務委託契約の締結について

2
平成31年度海外企業の東京展開
セミナー（ベトナム）運営委託の契

3
タイ事務所顧客管理システムに係
る契約の締結（更新）について

4
平成31年度　海外企業の東京展開
セミナー（インドネシア）運営委託の
契約について

タイ事務所顧客管理システムに係
る契約の締結（更新）について

平成31年度 タイ事務所WEBペー
ジに関するサーバーＡＷＳ使用契
約の更新について



（様式１－１）

特定契約 委託 Mediator Co.,Ltd. 1,282,082

特定契約 委託
株式会社政策基
礎研究所

2,085,600

特定契約 委託
アイレット株式会
社

2,564,760

特定契約 委託

Sumitomo Mitui
Auto Leasing &
Service (Thailand)
Co., Ltd.

15,680,208

プロポーザル 委託
ネットロック株式会
社

19,920,500

件数 金額

令和２年度 国際事業課WEBペー
ジ・タイ事務所WEBページに関す
るサーバーＡＷＳ使用契約の更新
について（準備契約/継続支出）

9

8

7

10
タイ事務所 車両リースに係る契約
の締結

平成31年度　海外企業の東京展開
セミナー（タイ１回目・２回目）運営
委託の契約について
タイ事務所WEBサイト保守業務委
託契約の締結について（準備契
約）

11
令和２年度「日タイ食ビジネス支
援」業務委託契約の締結について
（準備契約）

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
アイレット株式会
社

2,564,760

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託

Sumitomo Mitui
Auto Leasing &
Service (Thailand)
Co., Ltd.

15,680,208

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

9

令和２年度 国際事業課WEBペー
ジ・タイ事務所WEBページに関す
るサーバーＡＷＳ使用契約の更新
について（準備契約/継続支出）

特命理由

国際事業課WEBページとタイ事務所WEBページは、AWS WEBクラウドサーバー上に存在している。クラウドサー
バーの変更はリスクとコストが高く、対外的な情報発信が機能しなくなり事業運営に支障が発生するものであり、現在
の契約先と引き続き契約をしていくものである。

No. 契約件名

10
タイ事務所 車両リースに係る契約
の締結

特命理由

車両条件（車種、オプション、リース期間、保険、メンテナンス）で主要日系リース会社と比較し、一番金額が安いため



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 531,344

968,014 0

5,874,721 54,451

16,593,208 531,344
16,363,876 531,344

うち人件費 2,347,776 11,816
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 54,451

6,016,499 54,451

当期減少額 54,066,738 54,451
36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業技術活性化支援事業

２　事業（施設）概要
中小企業の技術開発力の向上を促進するとともに、新たな事業分野の開拓及び都市型産
業の育成を図る。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 459,319

968,014 0

5,874,721 36,345

16,593,208 459,319
16,363,876 459,319

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -54

35,151,085 181

当期増加額 55,776,268 36,291

6,016,499 36,291

当期減少額 54,066,738 36,345

36,860,615 127

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 次世代イノベーション創出プロジェクト2020

２　事業（施設）概要

イノベーションマップに沿って行う中小企業者等の技術・製品開発及び実用化にかかる経
費の一部を助成することにより、次代の都内産業の礎となる技術の創出を目指して、大都
市・東京が抱える課題の解決に役立つとともに、国内外において成長が期待される産業分
野（大都市の課題を解決する産業）への参入を促進する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 27,713

968,014 0

5,874,721 363

16,593,208 27,713
16,363,876 27,713

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 363

6,016,499 363

当期減少額 54,066,738 363

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ものづくり企業グループ高度化支援事業

２　事業（施設）概要
成長分野への参入や海外展開を目指して、開発（技術力強化）・生産・販路開拓を行い、
基盤技術の高度化に共同で取り組む中小企業グループを支援することで、都内ものづくり
産業の基盤強化と集積の維持・発展を促進する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 84,816

968,014 0

5,874,721 19,933

16,593,208 84,816
16,363,876 84,816

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 19,933

6,016,499 19,933

当期減少額 54,066,738 19,933

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 地域の魅力を活かした新ビジネス創出事業

２　事業（施設）概要
東京の各地域の持つ強み、特色である地域資源を活用した中小企業者等による新製品・
新サービスの開発及び改良に要する経費の一部を助成することにより、都内中小企業者等
による地域経済の活性化を図る。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 0

968,014 0

5,874,721 0

16,593,208 9,898
16,363,876 9,898

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 0

6,016,499 0

当期減少額 54,066,738 0

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 成長産業分野の海外展開支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業者等が成長産業分野に属する自ら商品化した製品等について、中小企業
の販路開拓を促進するため、国内外の展示会等に出展等を行うための費用の一部を助成
することにより、都内の中小企業の振興に資する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 117,833

968,014 0

5,874,721 7,457

16,593,208 117,833
16,363,876 177,833

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 7,457

6,016,499 7,457

当期減少額 54,066,738 7,457

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 市場開拓助成事業

２　事業（施設）概要

都内中小企業者等が東京都等の中小企業支援又は一定の評価を受け開発、又は成長産
業分野に属する自ら商品化した製品等について、中小企業の販路開拓を促進するため、
国内外の展示会等に出展等を行うための費用の一部を助成することにより、都内の中小企
業の振興に資する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 102,848

968,014 0

5,874,721 40,308

16,593,208 102,848
16,363,876 102,848

うち人件費 2,347,776 26,732
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 40,308

6,016,499 40,308

当期減少額 54,066,738 40,308

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ネクスト・目指せ！中小企業経営力強化

２　事業（施設）概要
将来に向けて経営基盤の強化に取り組む都内の中小企業者や、経済動向の変化によるコ
スト高騰等の新たな課題に直面する都内の中小企業者に対し、販路拡大に要する経費の
一部を助成することにより、更なる経営安定化を図り、都内の中小企業の振興に資する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 106,308

968,014 0

5,874,721 11,980

16,593,208 106,308
16,363,876 106,308

うち人件費 2,347,776 1,088
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 11,980

6,016,499 11,980

当期減少額 54,066,738 11,980

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 商店街起業・承継支援事業

２　事業（施設）概要
店舗の新装又は改装及び設備導入等に要する経費の一部を助成することにより、商店街
における開業者や事業後継者の育成及び開業等を支援し、都内商店街の活性化を図る。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 174,353

968,014 0

5,874,721 45,031

16,593,208 174,353
16,363,876 0

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 45,031

6,016,499 45,031

当期減少額 54,066,738 45,031

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザ
ル

委託 ㈱博展 22,000,000

件数 金額

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
（プ）危機管理産業展２０１９出展業
務委託に係るプロポーザル審査結
果及び契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 先進的防災技術実用化支援事業

２　事業（施設）概要
防災力の向上に資する優れた技術・製品等の実証試験や改良など、実用化に係る経費を
助成する他、改良後の普及促進も支援する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 186,654

968,014 0

5,874,721 9,752

16,593,208 186,654
16,363,876 0

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 9,752

6,016,499 9,752

当期減少額 54,066,738 9,752

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業における危機管理対策促進事業

２　事業（施設）概要
中小企業における様々なリスクに対応するための設備・機器等の設置に要する経費を支援
する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 6,010,188

968,014

5,874,721 58,539

16,593,208 6,010,188
16,363,876 0

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 58,539

6,016,499 58,539

当期減少額 54,066,738 58,539

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 委託
富士ゼロックス東
京(株)

2,584,560

指名入札 委託
EY新日本有限責
任監査法人

41,925,600

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
（特）複合機の借入れに係る保守契
約の締結について（令和２年度２月
設備支援課導入分）

2

（指）平成31年度革新的事業展開
設備投資支援事業　経理審査及び
事業計画審査に係る業務委託（単
価契約）に係る契約締結

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 革新的事業展開設備投資支援事業

２　事業（施設）概要

現状に満足することなく果敢に挑戦する中小企業者等が、更なる発展に向けた競争力の
強化、成長産業分野への参入、IoT・ロボット活用を目指す際に必要となる最新機械設備を
新たに導入するための経費の一部を助成する。これにより、都内中小企業の自ら稼ぐ力を
強化し、新たな事業展開の実現への導くとともに、都内産業が、２０２０年以降においても活
力ある持続的発展を維持することを目的とする。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
富士セロックス東
京(株)

2,584,5601
（特）複合機の借入れに係る保守契
約の締結について（令和２年度２月
設備支援課導入分）

特命理由

令和元年１１月７日付３１東中企総第１９９２号「複合機の借入物件の決定及び物件借入れに伴う指名競争入札の
実施」に基づく希望制指名競争入札の結果、落札した富士ゼロックス東京（株）と契約する。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205

経常収益 16,629,412 122,949

968,014 0

5,874,721 122,949

16,593,208 122,949
16,363,876 0

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 304
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 122,949

6,016,499 122,949

当期減少額 54,066,738 122,949

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 産業人材の確保・育成事業

２　事業（施設）概要

人材に関する様々な課題を抱える中小企業に対し、実務経験や専門知識を有する人材ナ
ビゲーターが課題解決に向けた現場支援を実施。また、工業系高校・産業高校の生徒等
が、ものづくり中小企業で就業を体験することにより、「ものづくり」や「中小企業」に関する
理解促進を図る。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 19,434

968,014 0

5,874,721 18,834

16,593,208 19,434
16,363,876 19,434

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 18,834

6,016,499 18,834

当期減少額 54,066,738 18,834

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 経営人材育成による企業力強化支援事業

２　事業（施設）概要
経営戦略や組織マネジメントの面で経営者を支える経営人材の育成を支援し、東京都内
の中小企業の持続的成長を後押しすることで、東京の産業振興や発展に寄与する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 -2

経常収益 16,629,412 102,109

968,014 0

5,874,721 56,975

16,593,208 102,111
16,363,876 102,111

うち人件費 2,347,776 34,953
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 -2
141,778 -1,164

35,151,085 13,624

当期増加額 55,776,268 55,811

6,016,499 55,811

当期減少額 54,066,738 56,975

36,860,615 12,460

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
(一財) 関東電気
保安協会

307,785

特定契約 委託 秦設備工業(株) 360,000

特定契約 委託 (株)加登屋 494,400

特定契約 委託 東海塗装㈱ 513,073

特定契約 委託
三菱ビルテクノ
サービス（株）

567,600

特定契約 委託 セコム（株） 660,000

特定契約 委託 三菱重工冷熱(株) 1,911,800

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 企業福利厚生支援事業

２　事業（施設）概要
京浜島地区の中小企業に働く勤労者等に体育館や会議室の施設を提供。京浜島工業団
地協同組合連合会などと連携し、美術展やスポーツ大会など施設の特徴を活かした事業を
実施。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
自家用電気工作物保守点検業務
委託に関する契約の締結について
(準備契約)

2
食堂「たんぽぽ」厨房隔測直読式
水道メーター取付工事の契約締結
について

3
複合機の保守点検委託の契約締
結について

4
会館入口庇及び風除室の塗装工
事の契約締結について

5
昇降機保守点検業務委託に関する
契約の締結について(準備契約)

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

6
警備業務委託に関する契約の締結
について(準備契約)

7
空調設備保守点検業務委託に関
する契約の締結について(準備契
約)



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 192,163

968,014 0

5,874,721 192,163

16,593,208 192,163
16,363,876 0

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 35,769

35,151,085 355,706

当期増加額 55,776,268 227,932

6,016,499 227,932

当期減少額 54,066,738 192,163

36,860,615 391,475

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託
㈱サテライトオフィ
ス

10,194,336

特定契約 委託 富士通(株) 6,819,892

特定契約 委託 富士通（株） 1,941,300

特定契約 委託 富士通(株) 4,584,600

3 ファイルサーバーの容量追加

4
中小企業支援システムの遠隔接続
における業務委託

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
グループウェアシステム（Ｇ　Ｓｕｉｔ
ｅ）の利用

2
シンクライアントシステム用マイクロ
ソフトVDAライセンス更新

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業支援システムの管理運営事業

２　事業（施設）概要
企業情報、受発注情報、施策情報等を発信し、中小企業の情報ニーズに対応し、経営基
盤の強化を支援することを目的とする。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

特定契約 委託 ㈱ランドスケイプ 2,145,000

特定契約 委託
㈱日立ソリューショ
ンズ

1,375,000

特定契約 委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

314,600

特定契約 委託 ㈱ランドスケイプ 2,145,000

特定契約 委託 ㈱大塚商会 924,000

特定契約 委託 富士通㈱ 54,893,784

特定契約 委託 富士通㈱ 1,072,500

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

9
チャットボット質問対応システムの
利用

10
中小企業支援システムの構築・運
用・保守

11
中小企業支援システム企業Myポー
タルの改修

6
勝どきＤＣ撤去に伴う関連機器の
撤去及び機器配送

7
勝どきＤＣ撤去に伴う関連機器の
撤去及びデータ消去

8
中小企業支援システムの構築に係
る外部企業データベースの利用

5
中小企業支援システムの構築に係
る外部企業データベースの利用



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士通(株) 6,819,892

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士通(株) 4,584,600

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士通㈱ 54,893,78410
中小企業支援システムの構築・運
用・保守

特命理由
中小企業支援システムは、平成３０年度より富士通株式会社に委託し、設計・構築を進め、令和元年度にリリースを
行っている。
そのため、同システムの運用・保守については、設計・構築を行った同社しか実施できないことから、公社財務規程
第６８条の３第１項第４号イの　　「性質又は目的が競争入札に適さないものをするとき」に該当するため、本業務を
同社に委託する。

4
中小企業支援システムの遠隔接続
における業務委託

特命理由

公社のネットワーク環境は富士通株式会社によって構築されたものである。また、中小企業支援システムの構築も
同社に委託している。遠隔接続システムの更改にあたってはネットワーク設計と中小企業支援システムの構成をあ
わせて総合的に検討する必要があり、同社しか対応できないことから特命とする。

No. 契約件名

2
シンクライアントシステム用マイクロ
ソフトVDAライセンス更新

特命理由

５年長期契約を締結している原契約において、マイクロソフトＶＤＡライセンスについては毎年数量を見直すことを定
めており、原契約期間中のライセンス更新については同社を特命とする。

No. 契約件名

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 1,240

968,014 0

5,874,721 598

16,593,208 1,240
16,363,876 1,240

うち人件費 2,347,776 57
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 598

6,016,499 598

当期減少額 54,066,738 598

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 商店街起業支援事業

２　事業（施設）概要
商店街での開業を目指す創業希望者の調査、商店街と創業希望者とマッチング成立後、
試行的開業及び本格的開業に向けた経営支援と資金助成を実施し、起業促進と商店街の
活性化を図る。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 129,010

968,014 0

5,874,721 72,231

16,593,208 129,010
16,363,876 129,010

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -3,863

35,151,085 56,546

当期増加額 55,776,268 68,368

6,016,499 68,368

当期減少額 54,066,738 72,231

36,860,615 52,682

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
自由が丘商店街
振興組合

1,287,000

特定契約 委託 セコム㈱ 348,480

特定契約 委託 ㈱ぱど 1,386,000

特定契約 委託 ㈱ぱど 2,772,000

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 若手・女性リーダー応援プログラム

２　事業（施設）概要

商店街で本格開業を目指す若手・女性の起業者向けに、商店街に開設するチャレンジ
ショップでの販売の機会を提供するほか、地方の繁盛店等での視察を実施し、開業時の知
識や経営ノウハウを学ぶ機会を提供する。また、女性又は若手男性が東京都内の商店街
で、店舗の新装又は改装及び設備導入等に要する経費の一部を助成する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
東京都チャレンジショップ創の実
（自由が丘）に係る広告原稿の作
成・掲載業務委託

2
チャレンジショップ創の実吉祥寺の
警備委託

3
チャレンジショップ創の実吉祥寺に
おける地域情報誌の広告原稿の作
成・掲載業務委託

4
チャレンジショップ吉祥寺・自由が
丘における地域情報誌の広告原稿
の作成・掲載業務委託
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競争契約 委託
㈱キョウエイアドイ
ンターナショナル

6,051,595

競争契約 委託 ㈱ミームプランニング 14,960,000

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱ぱど 2,772,000

5
令和元年度東京都チャレンジショッ
プ創の実の沿線交通広告及び沿
線フリーペーパー記事掲載の委託

6
東京都チャレンジショップ創の実自
由が丘・吉祥寺の出店者支援業務
委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

本事業の広報を効果的に行うためには、次の条件が必要である。
（１）「創の実　吉祥寺」及び「創の実　自由が丘」の近隣住民の自宅に直接ポスティングできること
近年は、インターネット等の普及により、新聞を購読していない世帯が多くなっている。
フリーペーパーは、新聞未購読世帯も含めて、世代を問わず幅広く近隣住民の自宅に直接届けられるため、配布
先の属性に偏りがない。フリーペーパーの中には、駅や街頭におけるラック等で自由に手に入れられるものや、オ
フィス配送のものがあるが、確実に近隣住民に届けるためには、近隣住民の自宅に直接ポスティングを行うことが不
可欠である。
（２）吉祥寺及び自由が丘周辺における発行部数が最多であること
幅広く近隣住民にアプローチするためには、発行部数が多いことが重要である。宅配型をメインとする地域フリー
ペーパーで、発行部数が地域最多であることが必要である。
（３）表紙及び裏表紙部分に記事広告が掲載できること
より多くの近隣住民に本事業の内容を周知するには、紙面上の目立つ場所に記事を掲載することが不可欠である。
フリーペーパーは、中面よりも表紙及び裏表紙の方が家庭の郵便受けから取り出す際も含めて、読者が必ず目を
通すことになる。より多くの近隣住民にアプローチするためには、表紙に写真やイラスト等を用いた記事広告を表紙
及び裏表紙に出すことが最も効果的であり、ポスティングを行うことができる媒体の中で、表紙及び裏表紙に記事広
告を掲載できる業者であることが不可欠である。
地域情報誌ぱどへの掲載は、以上の条件を満たしているが、(３)に掲げている表紙部分への掲載は広告代理店を
通しての契約を行っておらず、株式会社ぱどとの直接契約が必須である。よって、財務規程第68条の3（２）に基づ
き、株式会社ぱどに委託する。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

4
チャレンジショップ吉祥寺・自由が
丘における地域情報誌の広告原稿
の作成・掲載業務委託

特命理由
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うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 223,523

968,014 0

5,874,721 223,523

16,593,208 223,523
16,363,876 223,523

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -4,406

35,151,085 13,661

当期増加額 55,776,268 219,117

6,016,499 219,117

当期減少額 54,066,738 223,523

36,860,615 9,255

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
㈲清水デザイン事
務所

9,574,200

特定契約 委託
SAYU MILANO
S.R.L

3,366,528

特定契約 委託 ㈱マークス 2,687,520

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 伝統工芸品商品開発・普及促進プロジェクト

２　事業（施設）概要
伝統工芸品の技術を活用しながらも、デザイナーとの連携等によって、時代にあった商品
を活溌する取組の支援や、国内外の展示会への出展や各種プロモーション等による支援
を実施する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「東京手仕事」プロジェクト普及推
進に係るカタログ・商品リーフレット・
ポスターの制作委託

2
令和元年「東京手仕事」プロジェク
ト普及促進における「東京手仕事
展in MILANO」の運営業務委託

3
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進　東京手仕事in PARIS運営業務
委託
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特定契約 委託 ㈱七彩 2,735,700

特定契約 委託 ブルーライン㈱ 5,028,921

特定契約 委託 MASTERS Srl 3,347,400

特定契約 役務
富士ゼロックス東
京㈱

3,842,520

特定契約 委託 ㈱フェザンレーヴ 950,400

特定契約 委託 ㈱七彩 1,026,000

特定契約 委託 ㈱七彩 1,629,100

特定契約 委託 ㈱マークス 1,342,000

特定契約 委託 ㈱七彩 1,129,700

特定契約 役務 ㈱JDN 440,000

特定契約 委託
歌舞伎座サービス
㈱

303,600

競争契約 委託 ㈱ライヴス 17,061,000

競争契約 委託 ㈱フェザンレーヴ 8,341,480

4
「東京手仕事プロジェクト」普及促
進日本橋三越本店催事の装飾施
工業務委託

5

令和元年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進「HOMI ザ ライフスタ
イル トレードフェア（1月展）」出展
に係る輸出入業務等の委託

6

令和元年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進「HOMI ザ ライフスタ
イル トレードフェア（1月展）」出展
に係るブース設営業務等の委託

7
複合機の借入れに係る保守（令和
２年度３月城東支社導入分）

8

平成31年度　伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業「東京手仕
事」プロジェクト商品発表会に係る
業務委託その２

9
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進　大丸東京店販売コーナー装飾
工事業務委託

10

「東京手仕事プロジェクト」普及促
進
大丸東京店催事の装飾施工業務
委託

11

令和元年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進「東京手仕事展」
（マークスタイル トーキョー 「渋谷ス
クランブルスクエア店」）展示・販売
会の実施

12

「東京手仕事」プロジェクト普及促
進
大丸東京店における催事装飾施工
業務委託

13

令和２年度　伝統工芸品の商品開
発・普及促進支援事業「東京手仕
事」プロジェクト商品開発
登竜門広告掲載（準備契約）

14

令和２年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進　歌舞伎座における
「東京手仕事」プロジェクト展示委
託

15
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進 テストマーケティング運営業務
委託

16
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進 歌舞伎座イベント運営業務委託
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競争契約 委託
プリンティングイン
㈱

6,539,500

競争契約 委託
㈱ファーストステッ
プ

3,391,000

競争契約 委託 ㈱日広通信社 18,748,730

競争契約 委託 ㈱ノイ 10,444,700

競争契約 委託
㈱ﾎﾞｰﾙﾄﾞｸﾘｴｲﾃｨ
ﾌﾞ

10,153,110

競争契約 委託 ㈱ﾌﾗｯｶﾞｰﾃﾝ 5,500,000

競争契約 委託
㈱ファーストステッ
プ

3,897,500

競争契約 物品 ㈱JECC 4,158,000

競争契約 委託
㈱日本経済広告
社

9,697,666

件数 金額

17
東京手仕事プロジェクト普及促進
に係る商品カタログ商品リーフレット
印刷業務に係る委託

18
東京手仕事プロジェクト普及促進
「MAISON&OBJET2019 9月展」商
談代行及び事業者支援業務委託

19
「東京手仕事プロジェクト」普及促
進 国内展示会出展ブース設営及
び運営業務委託

20
東京手仕事プロジェクト普及促進
「MAISON&OBJET2019 9月展」
ブース設営・輸出業務委託

21
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進ブランドサイト更新運用等業務委
託

22
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進　プロモーション動画制作業務委
託

23

「東京手仕事」プロジェクト普及促
進「HOMI ザ ライフスタイル トレー
ドフェア（1月展）」における商談代
行業務の委託

24
カラー複合機の借入に係る契約締
結

25
「東京手仕事」プロジェクト商品発
表会に係る業務委託（準備契約）

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
㈲清水デザイン事
務所

9,574,200

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
SAYU MILANO
S.R.L

3,366,528

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
「東京手仕事」プロジェクト普及推
進に係るカタログ・商品リーフレット・
ポスターの制作委託

特命理由

「東京手仕事」プロジェクト普及促進（以下、同プロジェクトという）の推進において、「東京の伝統工芸品の存在感を
高め、産業基盤を強化し、技術を継承する」という当事業の目的を達成するためには、「東京手仕事」ブランド（以
下、同ブランドという）の世界観やクオリティを維持、向上していく必要がある。
同ブランドにおいて、支援事業者の商品やその作り手である職人に関わる写真、コピーライティングは、ブランド価
値そのものを形成するものであり、過去4年間の事業運営においても、最も重要視してきたコンテンツである。
平成27年度の同ブランド立上げ時に、有限会社清水正己デザイン事務所に（以下、同社という）業務委託を行い、
ブランドステートメント「東京の手仕事の素晴らしさを日本で、世界で、新しい驚きに変えてゆく。」、ブランドコンセプ
ト「東京の伝統工芸品を未来につながる新しい価値に。」、ブランドスローガン「東京の粋は、進化する。」等、同ブラ
ンドの指針を制定した。その指針をもとに、職人の手をモチーフにした指紋ならぬ「手紋」により、職人の手に宿る意
匠でシンボルマークを制作し、かつ東京の伝統色である江戸紫をブランドカラーとして制作した。このように、同ブラ
ンド戦略そのものを同社が立案し、同ブランドの基盤を構築した。
平成27年度から制作している「商品カタログ」は、競争入札を経て3か年継続して同社へ業務委託を行っていた。同
カタログは、上記ブランド戦略をもとに、同ブランドの象徴として、支援商品における職人の技術力の高さを表現した
ものであり、「日本印刷産業連合会会長賞」を受賞する等、市場の評価が高い製作物である。
そのため、百貨店での常設売場の確保や格付けの高い海外展示会出展、五つ星ホテルのコンシェルジュへの配布
等、様々な普及促進活動の成果に貢献をしている。また、このカタログのコンテンツは、ブランドサイトや国内外展示
会、PR・プロモーション、常設店舗等、様々な普及促進の機能において、統一的なブランディングに貢献している。
以上のことから、新規で採択を受けた支援事業者の商品や職人を紹介する「商品カタログ」及び「蛇腹パンフレット」
や「ポスター」等の制作業務について、同社以外に業務委託を行うことは、立ち上げから積み上げてきた「東京手仕
事」ブランドを毀損するリスクが生じるため、昨年度は有限会社清水正己デザイン事務所を特命先とした。今年度に
ついても同様の理由から有限会社清水正己デザイン事務所を特命先とする。

No. 契約件名

2
令和元年「東京手仕事」プロジェク
ト普及促進における「東京手仕事
展in MILANO」の運営業務委託

特命理由

「東京手仕事」プロジェクト普及促進（以下、同プロジェクトという）の推進において、海外における常設店舗の設置
は事業者から要望が高い事項である。設置場所については、東京の伝統工芸品の存在感を高めるという当事業の
目的に相応しく、「東京手仕事」のクオリティやブランドの世界観を表現するに適した場所を選定する必要がある。
この度、イタリアのミラノで開催されるHOMI出展（令和2年1月24日～27日）に伴い、バイヤーのサンプル商品の購
入及び今後の常設店舗につなげるテストマーケティングを目的として、展示会開催期間中に、「東京手仕事展in
MILANO」（以下、同販売会という）をミラノ市内で開催する。
そこで、下記を理由に、SAYU MILANO S.R.L.の運営するTENOHA MILANO店（以下、同店という）を同販売会の
開催店舗とする。
同店が位置するのは、ミラノ中心部ドゥオモから車で10分ほどの距離にあるナヴィリオ地区ヴィジェーヴァノ通りで、
ポルタ・ジェノヴァ駅から3分と好アクセスであり、またナヴィリオ地区の歴史は古く、レオナルド・ダ・ヴィンチ設計の運
河を利用した運送業で栄えた地区で、現在もその名残を感じさせる倉庫が建ち並ぶ。
運河沿いにはファッションやインテリアなどのセレクトショップ、カフェやレストランが立ち並び、近年は若いアーティス
トやデザイナーなど、地元の感度の高い人々が集まるエリアで、そこに位置するセレクトショップでかつ日系企業の
同店で、販売会を行うことは、販売実績に期待が持てる。
同店は、同エリアに2018年4月にオープンし、ミラノの顧客層に認知の広がりが出ているところである。また、同店の
日本法人である(株)佐勇は、「東京手仕事」プロジェクト普及促進において、TENOHA代官山でPR・プロモーション
店舗として、2週間の販売会を開催した際に高い販売実績を有したことで、同社より1週間延長しての販売を要請さ
れ実施した経緯もある。そのため、公社との関係性や販売実績面を考慮しても、同社が運営するミラノ店は最適な
候補である。
よって、同店は、HOMI期間中の販売会を開催する店舗として最適所であるため、株式会社 ボネリート/SAYU
MILANOを特命先とする。
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱マークス 2,687,520

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱七彩 2,735,700

No. 契約件名

3
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進　東京手仕事in PARIS運営業務
委託

特命理由

「東京手仕事」プロジェクト普及促進（以下、同プロジェクトという）の推進において、海外における常設店舗の設置
は事業者から要望が高い事項である。設置場所については、東京の伝統工芸品の存在感を高めるという当事業の
目的に相応しく、「東京手仕事」のクオリティやブランドの世界観を表現するに適した場所を選定する必要がある。
この度、フランスのパリで開催されるメゾン・エ・オブジェ出展（令和元年9月6日～10日）に伴い、バイヤーのサンプ
ル商品の購入及び今後の常設店舗につなげるテストマーケティングを目的として、展示会開催期間中に、「東京手
仕事展inPARIS」（以下、同販売会という）をパリ市内で開催する。
そこで、下記を理由に、株式会社マークスの運営するマークスタイル・トーキョーパリ店（以下、同店という）を同販売
会の開催店舗とする。
フランスのパリにおいて、マレ地区は流行最先端のエリアであり、情報感度の高く、伝統や文化に関心の高いバイ
ヤーや消費者等の顧客が多い。そのため、同エリアに立地するセレクトショップでかつ日系企業で販売会を行うこと
が望ましい。
同社は、MARK’S Europe s.a.r.lを2008年１月にパリに設立し、欧州の物流拠点やマーケティング拠点を構築すると
ともに、同エリアに2010年にパリ店をオープンさせ、パリの顧客層に高い評価を得ている。日本の商品中心に品ぞろ
えし、東京手仕事の商品も数アイテム取り扱っており、現地スタッフである販売員も商品知識が豊富である。そのた
め、同店舗はこのエリアにおける最適な候補である。
また、同社は、「東京手仕事」プロジェクト普及促進において、GINZASIX店でテストマーケティング店舗として、１か
月間の販売会を開催した際に高い販売実績を有しており、商品や職人に対する知識も豊富で、支援事業者の同社
に対する信頼性も高い。そのため、公社との関係性や販売実績面を考慮しても、同社が運営するマレ店は最適な
候補である。
よって、同店は、メゾン・エ・オブジェ期間中の販売会を開催する店舗として最適所であるため、株式会社マークスを
特命先とする。

No. 契約件名

4
「東京手仕事プロジェクト」普及促
進日本橋三越本店催事の装飾施
工業務委託

特命理由

百貨店における店内装飾や施工業務に関しては、百貨店が施工業者を指定するのが一般的である。
この度、「東京手仕事」プロジェクト普及促進の常設店舗である日本橋三越本店にて、令和元年10月9日から22日ま
で催事「東京手仕事展」を開催することとなった。
開催にあたり、株式会社三越伊勢丹より、「東京手仕事展」の店舗装飾施工業者について、株式会社七彩を指名す
る旨の通知があった。
以上により、指定業者である株式会社七彩と契約を行い、同社を本業務における特定先とする。



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ブルーライン㈱ 5,028,921

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 MASTERS Srl 3,347,400

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

役務
富士ゼロックス東
京㈱

3,842,520

No. 契約件名

5

令和元年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進「HOMI ザ ライフスタ
イル トレードフェア（1月展）」出展
に係る輸出入業務等の委託

特命理由

「東京手仕事」プロジェクト普及促進の一環として「東京手仕事」ブランドの海外発信、支援商品の新たな国際販路
の開拓、普及促進を目的に海外展示会「「HOMI ザ ライフスタイル トレードフェア（1月展）」」に出展を行う。
「「HOMI ザ ライフスタイル トレードフェア（1月展）」」は、Fieramilanoが主催し、出展者数が2,900社と非常に大規模
な展示会であるため、同会場内において、安全かつ確実な輸送を行うことが輸送可能な輸出入事業者を指定して
いる。
日本の出展者に対しては、国際物流の幅広い実績を持ち、様々な展示会主催者の指定実績を有する「ブルーライ
ン株式会社」が主催者から指定を受けている。
別紙のとおり、主催者であるFieramilanoから、「ブルーライン株式会社」を指定する通知文を受領したため、同社を、
令和元年度「東京手仕事」プロジェクト普及促進「「HOMI ザ ライフスタイル トレードフェア（1月展）」」の輸出入業務
等委託先として特別契約を締結する。

No. 契約件名

6

令和元年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進「HOMI ザ ライフスタ
イル トレードフェア（1月展）」出展
に係るブース設営業務等の委託

特命理由

令和２年１月１７日付３１東中東第６８８号「複合機の借入物件の決定及び物件借入れに伴う指名競争入札の実施」
に基づく希望制指名競争入札の結果、落札した富士ゼロックス東京（株）製複合機に決定し、当該保守は同社が専
属で行っているため。

特命理由

「東京手仕事」プロジェクト普及促進の一環として「東京手仕事」ブランドの海外発信、支援商品の新たな国際販路
の開拓、普及促進を目的に海外展示会「HOMI ザ ライフスタイル トレードフェア（1月展）」に出展を行う。
「HOMI ザ ライフスタイル トレードフェア（1月展）」は、Fieramilano社が主催し、出展者数が2,900社と非常に大規模
な展示会であるため、同会場内において、主催者が展示会会場に入場可能な設営事業者を指定している。
別紙のとおり、主催者であるFiera Milano社から、MASTERS Srl社を公式設営業者として指名する旨の通知（別紙3）
があった。「HOMI ザ ライフスタイル トレードフェア（1月展）」に出展するためには指定業者であるMASTERS Srl社と
契約をしなければならない。よって、同社を、令和元年度「東京手仕事」プロジェクト普及促進「HOMI ザ ライフスタ
イル トレードフェア（1月展）」の設営業者と決定し、特別契約を締結する。

No. 契約件名

7
複合機の借入れに係る保守（令和
２年度３月城東支社導入分）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 -198

経常収益 16,629,412 122,446

968,014 0

5,874,721 122,446

16,593,208 122,644
16,363,876 122,644

うち人件費 2,347,776
229,332

うち管理費 151,233
当期経常外増減額 0

0
0
0

36,205 -198
141,778

35,151,085 1

当期増加額 55,776,268 122,446

6,016,499 122,446

当期減少額 54,066,738 122,446

36,860,615 1

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 消耗品
丸紅情報システム
ズ(株)

783,648

特定契約 消耗品
丸紅情報システム
ズ(株)

479,520

特定契約 広告宣伝 (株)イプロス 756,0003

（特）イノベーション多摩支援事業
令和元年度 新技術創出交流会
ダイレクトメール配信サービスの契
約締結について

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
平成３１年度 イノベーション多摩支
援事業　三次元造形支援に係るモ
デル材料等の購入について

2
令和元年度 イノベーション多摩支
援事業　三次元造形支援に係るモ
デル材料等の購入について

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 イノベーション多摩支援事業

２　事業（施設）概要
多摩地域を中心とする中小企業の新分野参入や新事業創出を促進するため、大手企業、
大学、研究機関等のニーズを幅広く集め、試作品製作や共同開発に繋げるマッチングを
行うとともに、技術提案力向上支援や中小企業グループの事業化支援を実施。

３　収支状況（単位：千円）
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特定契約 消耗品
丸紅情報システム
ズ(株)

463,968

特定契約 消耗品
丸紅情報システム
ズ(株)

1,098,240

特定契約 消耗品
丸紅情報システム
ズ(株)

931,040

特定契約 消耗品
丸紅情報システム
ズ(株)

929,280

特定契約 通信運搬
(株)NIコンサルティ
ング

1,386,000

競争入札 印刷製本 (有)多摩綜合企画 5,000,325

件数 金額

9
（指）令和２年度　新技術創出交流
会　印刷物の作成・発送に関する
契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

6
（特）令和元年度 イノベーション多
摩支援事業　三次元造形支援に係
るモデル材料等の購入について

7
（特）令和元年度 イノベーション多
摩支援事業　三次元造形支援に係
るモデル材料等の購入について

8

（特）イノベーション多摩支援事業
経営可視化システム「NI Collabo
360／Sales Force Assistant 顧客
深耕」の継続申込および新規契約
について（令和２年度分）

4
（特）令和元年度 イノベーション多
摩支援事業　三次元造形支援に係
るモデル材料等の購入について

5
（特）令和元年度 イノベーション多
摩支援事業　三次元造形支援に係
るモデル材料等の購入について
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うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 2,731

968,014 0

5,874,721 2,731

16,593,208 2,731
16,363,876 2,731

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 2,731

6,016,499 2,731

当期減少額 54,066,738 2,731

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 受動喫煙防止対策に係る専門家派遣事業

２　事業（施設）概要
中小企業者に対し、受動喫煙防止対策に係る経営上の諸課題に診断・助言を行うことので
きる専門家を派遣することにより、外国人旅行者の受入れ環境の整備を促進するとともに、
中小企業者の順調な発展と成長の促進を図り、もって都内経済の活性化に寄与する。

３　収支状況（単位：千円）
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うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 406,265

968,014 0

5,874,721 406,247

16,593,208 406,265
16,363,876 406,265

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -57,901

35,151,085 268,489

当期増加額 55,776,268 348,330

6,016,499 348,330

当期減少額 54,066,738 406,231
36,860,615 210,588

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 18,216,000 ㈱日立システムズ

プロポーザ
ル

委託 17,997,650 ㈱日広通信社

プロポーザ
ル

委託 9,994,600 ㈱日広通信社

特定契約 委託 660,000
㈱ビジネスガイド
社

平成31年度東京ビジネスフロンティ
ア展示会運営業務委託（CEATEC）

3
平成３１年度東京ビジネスフロン
ティア展示会運営業務委託（産業
交流展）

4
東京ビジネスフロンティア「ギフト・
ショー春2020」バイヤーズガイド広
告掲載

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
平成３１年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ２０２０」における機能追加

2

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業世界発信プロジェクト

２　事業（施設）概要
2020年オリンピック・パラリンピックの開催を契機としたビジネスチャンスを、全国の中小企業
に広く行き渡らせるため、中小企業の優れた製品・サービス等を世界に向けて発信するプロ
ジェクトを実施する。

３　収支状況（単位：千円）
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特定契約 物品等 1,440,720 ㈱ＰＯＯＬ

特定契約 委託 1,143,120 ㈱ＰＯＯＬ

特定契約 委託 7,392,000 ㈱日立システムズ

プロポーザ
ル

委託 12,845,140 ㈱日広通信社

特定契約 委託 2,200,000 日本電気㈱

特定契約 物品等 1,312,740 ソフトバンク㈱

特定契約 物品等 2,376,000
㈱日立ソリューショ
ンズ

競争入札 委託 23,014,200 ㈱日立システムズ

特定契約 委託 43,288,080 ㈱日立システムズ

プロポーザ
ル

委託 8,732,000 ㈱日広通信社

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

12
「ビジネスチャンス・ナビ2020」運営
及びヘルプデスク業務委託

13
「ビジネス情報ポータルサイト」　運
用・保守業務委託

14
東京ビジネスフロンティア
SPORTEC 2020 施工等業務委託

9

東京都電子自治体共同運営電子
調達サービスにおける「ビジネス
チャンス・ナビ２０２０」との連携にか
かる運用・保守

10
「ビジネス情報ポータルサイト」にお
けるネットワーク回線の使用

11
サーバー設置に伴うデータセンタ
利用

6

東京ビジネスフロンティア 東京モー
ターショーFUTURE EXPOフェイス
ペイントワークショップ運営業務委
託

7
「ビジネスチャンス・ナビ2020」電子
入札システムにおける機能追加

8
東京ビジネスフロンティアin Gift
Show春2020 施工等業務委託

5
東京ビジネスフロンティア 東京モー
ターショーFUTURE EXPOフェイス
ペイントワークショップ部材購入
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 18,216,000 ㈱日立システムズ

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 7,392,000 ㈱日立システムズ

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 43,288,080 ㈱日立システムズ13
「ビジネス情報ポータルサイト」　運
用・保守業務委託

特命理由

「ビジネス情報ポータルサイト」におけるネットワーク回線については、現在敷設しているIP-VPN回線（閉域網）を継
続して使用する。
・電子入札システム利用組織への影響
「ビジネスチャンスナビ」は、当初の情報ポータルサイト機能に加え、平成２９年４月より電子入札システムの機能が追
加されたことから、利用停止ができないシステムとなっている。
・開発作業への影響
令和元年度も開発作業（３月末納品）が行われており、既存ネットワーク環境にてテスト検証を実施していることから、
実質困難である。
・ネットワーク回線切替えによるリスク
回線切替えを行う際に発生するサービス停止、切替え事象が原因のトラブル等により、ビジネスチャンスナビの公開
が停止するリスクを回避するため、既設回線を利用する必要がある。（新回線業者でのアドレス設計後、各拠点のソ
フトウェアアップデートによって、通信不可となるケース。）
・新設回線に対する信頼性低下の回避のためのサービス低下
新設回線によって低下する信頼性を確保するためには、回線業者のほか職員側で動作確認テストを実施する必要
があり、その結果によっては、ナビの公開停止など利用者へのサービス低下を招くことから、既設回線を利用する必
要がある。
以上のことから、本件は公社財務規程第６８条の３第１項第４号のイに該当するため、ソフトバンク株式会社のIP-
VPN回線（閉域網）を使用する。

7
「ビジネスチャンス・ナビ2020」電子
入札システムにおける機能追加

特命理由

「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行うサ
イトで、平成２７年度に設計及び構築を株式会社日立システムズに委託し、平成２８年度からは運用・保守業務、機
能の追加改修業務をそれぞれ委託している。
この「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」は、平成２９年４月より東京２０２０組織委員会の電子入札専用サイトの機能が付
加され、同年７月から同委員会の契約管理システムと連携を開始、同年８月からは当公社及び東京都外郭団体等の
電子入札システムとして運用を開始しており、今後の更なる活用拡大に向けて、各機能の追加改修を実施している。
平成３１年度においても、都外郭団体等の活用拡大に向けて、電子入札システム機能追加改修を実施しており、今
回さらなる機能追加改修を行うことから、それらを理解した上で開発する必要がある。
また、中小企業に対して最新の調達情報を提供し、組織委員会や都外郭団体等の電子入札システムとして日々稼
働している各機能を開発・改修していくためには、システムの構造、機能、性能に精通した業者に一体的に請け負わ
せる必要がある。
株式会社日立システムズは、当初設計及び構築、機能の追加改修業務を行っており、公社財務規程第６８条の３第
１項第４号のイに該当することから委託する。

No. 契約件名

1
平成３１年度「ビジネスチャンス・ナ
ビ２０２０」における機能追加

特命理由

「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行うサ
イトで、平成２７年度に設計及び構築を（株）日立システムズに委託し、平成２８年度からは運用・保守業務、機能の
追加改修業務をそれぞれ委託している。
この「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」は、平成２９年４月より東京２０２０組織委員会の電子入札専用サイトの機能が付
加され、同年７月から同委員会の契約管理システムと連携を開始、同年８月からは当公社及び東京都外郭団体等の
電子入札システムとして運用を開始しており、今後の更なる活用拡大に向けて、各機能の追加改修を実施している。
平成３１年度においても、都外郭団体等の活用拡大に向けて電子入札システム機能追加改修を行うことから、それら
を理解した上で開発する必要がある。
また、中小企業に対して最新の調達情報を提供し、組織委員会や都外郭団体等の電子入札システムとして日々稼
働している各機能を開発・改修していくためには、システムの構造、機能、性能に精通した業者に一体的に請け負わ
せる必要がある。
（株）日立システムズは、当初設計及び構築、機能の追加改修業務を行っており、公社財務規程第６８条の３第１項
第４号のイに該当することから委託する。

No. 契約件名

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 27,292

968,014 0

5,874,721 27,292

16,593,208 27,292
16,363,876 27,292

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 0

当期増加額 55,776,268 27,292

6,016,499 27,292

当期減少額 54,066,738 27,292

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 全国受発注ネットワーク化事業

２　事業（施設）概要

東京と全国各地との商取引による結びつきを一層強化して双方の発展につなげるため、各
地域の産業や企業活動に精通したネットワーク・サポーターを各地域に配置し、各地の受
発注情報を共有することでマッチングの広域化を図り、全国各地の経済活性化をさらに加
速させて日本全体の成長を後押しする。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 257

経常収益 16,629,412 2,193,577

968,014 0

5,874,721 2,193,535

16,593,208 2,193,320
16,363,876 1,963,988

うち人件費 2,347,776 1,566,821
229,332 229,331

うち管理費 151,233 151,233
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 257
141,778 -12,085

35,151,085 175,045

当期増加額 55,776,268 2,181,450

6,016,499 2,181,450

当期減少額 54,066,738 2,193,535
36,860,615 162,961

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 物品等
(有)毎日新聞千代
田

360,042

特定契約 物品等 ASA上野御徒町 323,496

特定契約 物品等
ニューサービス日
経　神田

481,380

競争入札 物品等 ㈱JECC 3,751,920

特定契約 委託 富士ゼロックス㈱ 5,994,000

3 日刊紙購読

4
在宅ワーク用ノート型シンクライアン
ト端末の借入

5
カラー複合機の保守に係る契約締
結（支社分）（複数単価契約）

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1 日刊紙購読

2 日刊紙購読

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 公社管理運営事業

２　事業（施設）概要
公益財団法人東京都中小企業振興公社の執行体制の強化を図り、各事業の円滑な執行
を図るため管理運営を行う。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

競争入札 委託
医療法人社団ここ
ろとからだの元氣
プラザ

17,435,638

特定契約 委託 ㈱リクルート 1,021,680

特定契約 委託 ㈱ヴァル研究所 1,240,800

特定契約 物品等 ㈱日広通信社 437,109

特定契約 委託 富士通㈱ 59,557,652

競争入札 委託 ㈱日広通信社 2,640,000

特定契約 委託 ㈱サクセス 656,040

競争入札 物品等 ㈱芳明堂 4,741,583

特定契約 物品等 ㈱きんざい 1,210,000

特定契約 委託 ㈱Donuts 1,306,800

特定契約 物品等 富士通㈱ 6,003,822

特定契約 物品等 富士通㈱ 1,541,166

特定契約 委託 富士通㈱ 6,864,000

特定契約 委託
㈱日刊工業新聞
社

435,600

特定契約 委託 ㈱シー・アイ・シー 560,560

特定契約 委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

729,960

競争入札 物品等 ㈱大塚商会 3,689,972

競争入札 物品等 日通商事㈱ 3,257,760

競争入札 物品等 ㈱JECC 5,602,080

特定契約 委託
㈱ワンビシアーカ
イブズ

6,362,400

件数 金額

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

24
シンクライアント端末（令和２年４月
１日導入分）の借入

25
令和２年度文書保管・機密抹消処
理サービスに関する業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件

21
職員の健康管理に係るシステムの
利用

22
令和２年度コピー用紙の購入に係
る契約締結（複数単価契約）

23 令和２年度ノートパソコンの借入

18
公社拠点間ネットワークの回線利
用

19 新聞のクリッピングサービスの利用

20 神田和泉町ビル消毒作業委託

15
職員の勤怠管理のシステムの更新
（単価契約）

16
 公社シンクライアント端末（令和２
年４月１日追加導入分）のシステム
運用

17
在宅ワーク用ノート型シンクライアン
ト端末の追加導入

12
令和２年度パワフル会計「公益」に
係る保守業務

13 防災備蓄品等の購入

14
第14次業種別審査辞典（社内LAN
版）の導入

9
平成31年度公社ＧＵＩＤＥ（詳細版
及びダイジェスト版）の追加印刷

10
Windows10バージョンアップ作業委
託

11
産業交流展2019「公社総合展示
ゾーン」ブースに係る業務委託

6 平成３１年度　職員の健康診断

7
固有職員の公募及び求人広告作
成・掲載業務委託

8
駅すぱあと旅費交通費精算Ｗｅｂの
契約



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 5,994,000 富士ゼロックス㈱

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 59,557,652 富士通㈱

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

物品等 6,003,822 富士通㈱

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 6,864,000 富士通㈱

特命理由

公社の拠点間ネットワークは平成２９年度末に富士通株式会社が構築したものである。
そのため、同ネットワークの運用については、同社しか実施できないことから、公社財務規程第６８条の３第１項第４
号イの「性質又は目的が競争入札に適さないものをするとき」に該当するため、本業務を同社に委託する。

特命理由

公社のシンクライアントシステムは、平成２７年度に富士通㈱によって設計及び構築されたシステムである。同システ
ムを利用するにあたり、データセンタへの接続、端末の運用保守について同社しか実施できないことから、同社指定
の端末の導入・設定が必要となる。したがって公社財務規程第６８条の３第１項第４号のイに該当するため、富士通
㈱に委託する。

No. 契約件名

18
公社拠点間ネットワークの回線利
用

特命理由

シンクライアントシステムとは、端末本体にはディスプレイへの画面表示とキーボード・マウスからの入力信号を受け
付けるための最低限のハードウェア（ＣＰＵ・メモリなど）のみを搭載し、データセンタにあるサーバにソフトウェアや
ファイルを保存することで、情報漏えいを防止し、セキュリティ強化を図るシステムである。
各ユーザーのＯＳは、データセンタにあるサーバ上で動作しており、ネットワークを介して、ユーザーの手元にあるシ
ンクライアント端末に画面の情報を転送してディスプレイに表示している。
公社のシンクライアントシステムの環境は平成２７年に富士通株式会社によって構築されたものであり、端末からの
情報漏えいリスクの回避に寄与してきた。
上記のセキュリティ環境を維持するためには、同システムの構造に熟知し、公社のネットワークやインフラに精通した
業者に一体的に請け負わせる必要があること、また、不具合等に早急かつ確実に対応できる業者でなければ業務
に多大な支障が生じることから、　公社財務規程第６８条の３第１項第４号のイに該当するため、富士通株式会社に
委託する。

No. 契約件名

16
 公社シンクライアント端末（令和２
年４月１日追加導入分）のシステム
運用

特命理由

本件の再リース物件は富士ゼロックス製の複合機である。
保守については構造、機能、性能に精通した業者に一体的に請け負わせる必要があること、不具合等に対して早
急にかつ確実に対応ができる必要があることから、公社財務規程第６８条の３第４項のイに該当するため、製造元で
ある富士ゼロックス株式会社に委託する。

No. 契約件名

10
Windows10バージョンアップ作業委
託

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

5
カラー複合機の保守に係る契約締
結（支社分）（複数単価契約）



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 6,362,400
㈱ワンビシアーカ
イブズ

特命理由

本件について、公益財団法人東京都中小企業振興公社（以下、甲）が株式会社ワンビシアーカイブズ（以下、乙）
に業務を委託する理由は、以下のとおりである。
文書保管サービスを導入するに当たっては、保管文書を適切に保管するとともに、必要に応じて速やかに利用でき
る環境を構築すること以外にも、以下の仕様条件を全て満たすことを必要としている。
第一に、保管倉庫の管理体制が整備されていること。具体的には公社が要求する文書量に対応でき、防災上及び
防犯上の非常対策として、公的機関との緊急連絡体制（ホットライン）があることや非常時における保管及び配送体
制が確実に整備され、集配送は自社専用車両を使用すること。
第二に、情報システムまたは仕様書にて定められた実施場所による管理において、情報セキュリティ面の確実性が
担保されていること。具体的には、プライバシーマーク及びISO/IEC27001認証（ISMS）並びにISO/IEC22301認証
を取得していることを要件とする。
第三に、安全な場所に保管倉庫が立地していること。特に、平成２３年３月１１日の東日本大震災の対応を教訓と
し、文書の管理体制が重要視されている中、震度６弱以上の地震により庁舎が被害を受ける可能性がある震災等
が発生しても被害を受けない安全な場所に保管倉庫が立地していることは、非常に重要な要因なる。この点におい
て、乙が保有するし、業務を行う保管施設は、委託元所在地より６０ｋｍ以上離れており、中央防災会議発表の「地
震防災対策強化地域」外に設置されている。また保管施設の所在する市区町村が発行するハザードマップにおい
て５０ｃｍ以上の浸水が予想されず、土砂災害、水害、火山被害、内水氾濫、津波、液状化、火災、木造家屋密集
地域ではなく、立地条件において安全性が担保されているためである。
現時点で乙を除き、上記の要件を満たす業者がいないことを考慮し、乙を特命とする。

No. 契約件名

25
令和２年度文書保管・機密抹消処
理サービスに関する業務委託



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 4,367

968,014 4,367

5,874,721 0

16,593,208 4,366
16,363,876 4,366

うち人件費 2,347,776 0
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085

当期増加額 55,776,268

6,016,499

当期減少額 54,066,738

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 研究開発型創業支援施設の運営事業

２　事業（施設）概要
研究開発や試作用作業場の提供を目的とした創業支援施設として、白髭西R＆Dセンター
の維持管理を実施する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 23,824

968,014 23,824

5,874,721 0

16,593,208 23,824
16,363,876 23,824

うち人件費 2,347,776 17,129
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -

36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業高度化事業診断及び事後指導

２　事業（施設）概要
中小企業が共同して経営基盤の強化を図るため、高度化事業の適用を受け集団化・共同
化・協業化など政策性の高い事業を行う場合に、当該組合等に対する診断・助言・指導を
行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 9,901

968,014 9,901

5,874,721 0

16,593,208 9,901
16,363,876 9,901

うち人件費 2,347,776 6,441
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -

36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 デザイン導入・活用支援事業

２　事業（施設）概要

内中小企業に対して、デザインを活用した経営戦略やマーケティング等、デザインの機能
を広く普及するための講義形式のセミナーを実施する。また、デザインを活用する上での基
本的な考え方、デザイナーの有効な活用法等についてガイドブックを作成し、普及啓発を
行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 22,920

968,014 22,920

5,874,721 0

16,593,208 22,920
16,363,876 22,920

うち人件費 2,347,776 5,875
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -

36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 デザイン実践事業

２　事業（施設）概要

データベースを核とした中小企業とデザイナーが交流できる場・機会を創出し、様々な段
階における「デザイン活用実践の場」を提供することで、デザイン活用に関心の高い企業
と、中小企業との協働意欲の高いデザイナーとの自立的マッチングが生まれやすい環境を
整備する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 55,981

968,014 55,981

5,874,721 0

16,593,208 55,981
16,363,876 55,981

うち人件費 2,347,776 12,866
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -

36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ＭＰＯ㈱ 550,000

特定契約 委託 ㈱トーガシ 2,500,000

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 医療機器産業参入支援事業

２　事業（施設）概要

成長産業分野である医療機器産業への参入を支援するため、医工連携セミナー等を通じ
て参入意欲があり、かつ高度なものづくり等技術を持つ中小企業を発掘する。
本事業へ参加登録した中小企業の技術をコーディネータが調査し、シーズとして整理する
と共に、東京都医工連携HUB機構と連携して医療機器製販企業等とのマッチングに向け
た支援を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
医療機器等製品開発支援（マッチ
ング交流会）にかかる製品評価
サービスの実施

2
「ＭＥＤＴＥＣ Ｊａｐａｎ ２０２０」小間装
飾業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱トーガシ 2,500,000

入札不調に伴い特定契約（不落随意契約）とする。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

2
「ＭＥＤＴＥＣ Ｊａｐａｎ ２０２０」小間装
飾業務委託

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 13,170

968,014 13,170

5,874,721 0

16,593,208 13,170
16,363,876 13,170

うち人件費 2,347,776 9,094
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085

当期増加額 55,776,268

6,016,499

当期減少額 54,066,738

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 経営革新計画申請支援事業

２　事業（施設）概要
中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画に関して、都内中小企業に対して計
画策定のアドバイスを行い、東京都の経営革新計画審査会に上程する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 379,890

968,014 379,890

5,874,721 0

16,593,208 379,890
16,363,876 379,890

うち人件費 2,347,776 223,977
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -

36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
北京林達劉知識
産権代理事務所

600,000

特定契約 委託
YOSHIDA &
Associates LLC

850,000

特定契約 委託
S&I International
Bangkok Office
Co.,Ltd.

600,000

特定契約 委託
Lee International
IP & Law Group

600,000

特定契約 委託
天達共和律師事
務所

400,000

競争契約 委託
㈱日刊工業新聞
社

7,913,681

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 知的財産総合センター運営事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業による知的財産の創造や、保有する知的財産の保護及び活用の促進を通
じ、中小企業の競争力の向上等を図るため、知的財産に係る総合的・専門的な相談及び
情報提供事業等を実施する東京都知的財産総合センターを運営する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
平成３１年度海外知財支援ネット
ワーク構築に係る業務委託（中国）

2
平成３１年度海外知財支援ネット
ワーク構築に係る業務委託（米国）

3
平成３１年度海外知財支援ネット
ワーク構築に係る業務委託（タイ王
国）

4
平成３１年度海外知財支援ネット
ワーク構築に係る業務委託（韓国）

5
平成３１年度海外知財支援ネット
ワーク構築に係る業務委託（中国
天達共和律師事務所）

6
令和元年度東京都中小企業知的
財産シンポジウムの実施に係る運
営等業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 8,718

968,014 8,718

5,874,721 0

16,593,208 8,718
16,363,876 8,718

うち人件費 2,347,776 7,650
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085

当期増加額 55,776,268

6,016,499

当期減少額 54,066,738

36,860,615

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 輸出手形買取損失てん補事業

２　事業（施設）概要
不渡となった荷為替手形のてん補を受けた金融機関からの回収金の受入、その他終了認
定等附帯事務を行う。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 22,808

968,014 22,808

5,874,721 0

16,593,208 22,808
16,363,876 22,808

うち人件費 2,347,776 6,374
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085
当期増加額 55,776,268

6,016,499

当期減少額 54,066,738
36,860,615

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザル 委託
㈱日本能率協会
総合研究所

9,130,000

プロポーザル 委託
㈱日本能率協会
総合研究所

5,214,000

競争入札 委託 ㈱ジック 7,282,000

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

3
令和２年度人手不足対策プロジェ
クト事業に係るアンケート調査の実
施に係る契約締結

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

人手不足対策プロジェクト事業に
おける診断ツール作成の業務委託
に係るプロポーザル審査結果及び
契約締結

2

令和２年度人手不足対策プロジェ
クト診断ツール作成の業務委託
プロポーザル審査結果及び契約締
結【令和２年度準備契約】

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 人手不足対策プロジェクト

２　事業（施設）概要
専門家が企業を訪問し、企業の人手不足に関する課題をヒアリングしたうえで、診断シート
を活用して公社及び各支援機関が実施している多数の支援メニューの中から各企業の課
題に沿った支援メニューを提案する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 4,219

968,014 4,219

5,874,721 0

16,593,208 4,218
16,363,876 4,218

うち人件費 2,347,776 126
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085

当期増加額 55,776,268

6,016,499

当期減少額 54,066,738

36,860,615 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 働く人の心の健康づくり講座

２　事業（施設）概要
従業員や管理監督者向けのメンタルヘルスに関する基礎講座の実施や自社におけるメン
タルヘルス対策を推進するための推進リーダー養成講座を開催。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 32,945

968,014 32,945

5,874,721 0

16,593,208 32,945
16,363,876 32,945

うち人件費 2,347,776 1,187
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -

36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 若手商人育成事業

２　事業（施設）概要

商店街の次代を担う若手商人を対象に、専門家による現地支援、経営能力向上のための
講座やフォーラムの開催、商店経営・商店街活性化に向けた研究会、商店街役員のマネ
ジメント能力向上を図る研修の実施等を通じ、実践的なアドバイスや情報提供等を行い、
商店街の「経営力向上」や「人づくり」を支援する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 11,068

968,014 11,068

5,874,721 0

16,593,208 11,068
16,363,876 11,068

うち人件費 2,347,776 6,895
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -

36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 伝統工芸品産業振興事業

２　事業（施設）概要
事業協同組合等が、東京都伝統工芸品産業振興対策要綱に基づいて実施する産業振興
事業について、東京都伝統工芸品産業振興対策事業実施要領に適合するか確認し、必
要に応じた支援を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 368

968,014 368

5,874,721 0

16,593,208 368
16,363,876 368

うち人件費 2,347,776
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -

36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 「東京味わいフェスタ２０１９」への出展業務委託

２　事業（施設）概要

東京発の「クールジャパン」文化を世界へ発信・浸透させるとともに、丸の内エリアを国際的
な交流空間として最大限活用するイベントとして開催される「東京味わいフェスタ2019」にお
いて、伝統工芸品等の展示や実演等を実施し、国内外からの来場者に対して伝統工芸品
等の魅力をＰＲすることで、東京の伝統工芸品産業の振興を図る。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205

経常収益 16,629,412 31,534

968,014 31,534

5,874,721 0

16,593,208 31,534
16,363,876 31,534

うち人件費 2,347,776 5,285
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085

当期増加額 55,776,268

6,016,499

当期減少額 54,066,738

36,860,615

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託 ㈱日広通信社 10,445,600

プロポーザル 委託
㈱日経イベント・プ
ロ

12,000,888

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
世界発信コンペティション運営補助
業務委託

2
世界発信コンペティション展示会運
営業務委託

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 世界発信コンペティション事業

２　事業（施設）概要
都内の中小企業がその技術力を活かして新たに開発した革新的で将来性のある製品・技
術、サービスを表彰することで、都内中小企業等の振興を図る（公社ではサービス部門の
審査等を担当）。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 74,466

968,014 74,466

5,874,721 0

16,593,208 74,466
16,363,876 74,466

うち人件費 2,347,776 11,756
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085

当期増加額 55,776,268

6,016,499

当期減少額 54,066,738

36,860,615

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 物品等
東京電力エナジー
パートナー㈱

37,462,148

競争入札 工事
セントラル警備保
障

5,666,694

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
都立産業貿易センター台東館で使
用する電力の受給

2
令和元年度台東館監視カメラ増設
工事に係る工事請負業務の契約締
結について

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 産業貿易センター管理運営事業（台東館）

２　事業（施設）概要
東京都立産業貿易センター（台東館）の管理運営及び産業貿易センターが入居する合同
庁舎の共用部分等の管理運営を行う。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205

経常収益 16,629,412 90,961

968,014 90,961

5,874,721 0

16,593,208
16,363,876 90,961

うち人件費 2,347,776 13,023
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 0

35,151,085 -

当期増加額 55,776,268 -

6,016,499 -

当期減少額 54,066,738 -
36,860,615 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 フジテック㈱ 2,587,200

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
秋葉原庁舎昇降機設備定期点検
保守委託

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 秋葉原庁舎維持管理運営事業

２　事業（施設）概要 行政財産として東京都から賃借している秋葉原庁舎の建物維持管理業務を行う。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 フジテック㈱ 2,587,200

　秋葉原庁舎の昇降機設備については、フジテック株式会社が製造したもので、設置以来２１年間保守業務を行っ
た後、平成２６年度に同社によりリニューアル工事を実施した。
　定期点検保守業務を実施する上で、各種部品、オイル、設計図等については、製造者以外は入手することが困
難であり、さらに正規品以外の使用により発生した事故等については、責任の所在が不明確となる恐れがある。
　日々稼働している昇降機設備の性能や安全を確保するためには、設備の構造、機能、性能に精通した業者に一
体的に請け負わせる必要があること、不具合等に対して、早急にかつ確実に対応ができる必要があることから、製造
及びリニューアル工事を行ったフジテック株式会社に委託する。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
秋葉原庁舎昇降機設備定期点検
保守委託

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 76,211

968,014 0

5,874,721 5,871

16,593,208 76,211
16,363,876 76,211

うち人件費 2,347,776 4,436
229,332

うち管理費 151,233
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 -15

35,151,085 143

当期増加額 55,776,268 5,857

6,016,499 5,857

当期減少額 54,066,738 5,871

36,860,615 128

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業設備リース事業

２　事業（施設）概要
公社が、中小企業者に代わって生産設備等を購入し、低廉な価格でリースすることにより、
資金調達力の乏しい中小企業等の経営基盤の強化に必要な設備及び中小企業の地球温
暖化防止に資する設定設備の導入を促進する。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 36,205 0

経常収益 16,629,412 14,125

968,014 0

5,874,721 10,695

16,593,208 14,125
16,363,876 14,125

うち人件費 2,347,776 7,407
229,332 0

うち管理費 151,233 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0
0 0

36,205 0
141,778 8,008

35,151,085 158

当期増加額 55,776,268 18,703

6,016,499 18,703

当期減少額 54,066,738 10,695

36,860,615 8,167

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱クレオ 8,030,000

件数 金額

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1 傷病共済事業管理システム改修

非公表案件
〇個人情報を含む案件

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

令和元年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 傷病共済事業

２　事業（施設）概要
専業的家内労働者や従業員４名以下の製造業を営む個人事業主を対象に、病気やけが
により就業不能となった際に、共済金の給付を行い加入者の生活の安定を図る。

３　収支状況（単位：千円）



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱クレオ 8,030,000

特命理由

本傷病共済事業管理システムについては、昭和63年度に、財団法人東京都勤労福祉協会（平成15年度に東京都
中小企業振興公社と統合）が、株式会社クレオにシステム構築（ハード、ソフト、環境設定）を委託し開発したシステ
ムである。なお、株式会社クレオの協力会社として株式会社コスモアビリティが共同でシステム開発を行っている。
システム開発については、ＮＥＣのオフィスコンピュタ用OS A-VX、およびA-VX用プログラミング言語（COBOL、
SMART等）を使用し、傷病共済事業管理システム用に独自仕様で開発をしている。今回の改修には本傷病共済事
業管理システムを開発し、内容を熟知する開発担当者にシステム改修を依頼することが、他社に依頼を行うより、安
定したサービスの提供とシステム及び情報の安全確保が担保できると考える。
このため、株式会社クレオに対し、財務規程第６８条の３（４）イに基づき特定契約とし、本傷病共済事業管理システ
ムの改修を依頼するものである。
なお、開発当初から顧客サポート窓口は株式会社クレオに一本化されており、株式会社クレオが受注したシステム
(ハード、ソフト、環境設定)のうち、ソフトウェア開発と保守については株式会社クレオから株式会社コスモアビリティ
へ作業委託をしている。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1 傷病共済事業管理システム改修


